
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

第２部 子ども・若者育成支援施策の実施状況 
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第１章 令和５年度における主な取組み 

 １ 子ども・若者の育成と自立に向けた支援 

（１）子ども知事室 

やまがたの未来を担う子ども達が、知事と直接話をする機会を持つことにより、県

政や県の事業に関心を持ち、ふるさと“やまがた”を理解する一助とするために実施

するもの。 

県内の小学校等に通う５・６年生を対象に参加者を募集し、抽選で選ばれた児童が

参加。知事との懇談の時間では、例年次々と質問が出され、知事と県内の小学生が意

見を交換する貴重な場となっている。 

 

【令和５年度実施内容】 

日  時：令和５年７月 31日（月）、８月４日（金） 

参加人数：各日 12 名 

場  所：県庁、工業技術センター、農業総合研究センター 

内  容：「一日知事」の辞令交付・記念撮影、知事との懇談、施設見学等 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（２）青少年健全育成県民運動の展開 

◇大人が変われば子どもも変わる県民運動（平成 12年～） 

子ども達が事件や事故に関わり、犯罪の加害者や被害者となることのないよう、

大人自身が社会のモラルやルールを守り、子ども達を地域社会全体で見守り育むた

めの健全な社会環境づくりを推進するもの。 

 

  【主な内容】 

①あいさつ・見守り運動～子どもを家庭・地域で育てよう！～ 

 オアシス（おはよう、ありがとう、しつれいします、すみません）運動、見守り

活動等 

②モラル・マナーの向上運動～大人が子どもの手本となろう！～ 

 ゴミ・空き缶・吸殻を捨てない、交通ルール・マナーを守る、公共の場のマナー

を守る等 

③子どもを事故や犯罪等から守る運動～子どもの安全を地域全体で見守ろう！～ 

 地域の危険箇所の点検や子ども達のたまり場の見回り、有害環境の浄化活動、

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）等のメディア活用のルール

周知等 

 

 

 

知事との記念撮影 
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◇“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民運動（平成 25年度～） 

いじめ・非行の防止・根絶に向け、県、教育機関、警察及び青少年健全育成団

体などが連携し、学校と地域が車の両輪となって活動を展開することで、県民に

「いじめ・非行をなくそう」という意識の醸成を図るもの。 

 

【令和５年度の主な成果】 

   ① 小・中学校・特別支援学校の児童・生徒を対象とする取組み 

    ◆標語の募集・周知 

     県内の全小・中学校及び特別支援学校の児童生徒にいじめ防止標語を募集した

ところ、県全体で、327 校から 53,068通の応募があり、県内４地区毎に優秀標語

を選定した。 

   ＜令和５年度優秀標語＞ 

村山地区 
その文章 スマホの向こうで 泣いてるよ 

（河北町立河北中学校 ３年 太田
お お た

 琴海
こ と み

さん） 

最上地区 
守りたい 私の言葉で あなたの笑顔 

（大蔵村立大蔵中学校 ３年 門脇
かどわき

 里奈
り な

さん） 

置賜地区 
「どうしたの」「だいじょうぶ」 やさしい声が 心をひらく 

（白鷹町立荒砥小学校 ４年 安部
あ べ

 晏
あん

理
り

さん） 

庄内地区 
助けたい 自分の勇気で 変わる未来 

（庄内町立余目中学校 ２年 梅木
う め き

 愛
あい

咲
さ

さん） 

 

   ② 高等学校の生徒を対象とする取組み 

    ◆いじめ防止スローガンの作成 

     県内の全高等学校にいじめ防止スローガンの作成を呼びかけたところ、県・市

立高校 49校、私立高校３校において、スローガンが作成された。 

     

 ◆ポスターのデザイン作成 

     県内の高校生に“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民運動の 

普及啓発用ポスターのデザインを募集。合計で 12 点の応募があり、 

選考の結果、右記の作品が優秀作品に輝いた。 

 

 

   ③ 「いじめ・非行防止セミナー」の開催 

     山形県青少年健全育成県民大会（令和５年 10 月 29日（日） 

新庄市民プラザ）の場で開催。 

第 62 回山形県少年の主張大会で最優秀を受賞した酒田市立第一中学校３年の

冨樫蒼汰さんが、「大切な家族」と題し、障がいを持つ弟と映画に行った事がきっ

かけとなり、弟が苦手とすることを兄弟で工夫しながら乗り越えられたこと、そ

して家族が一番の理解者でいなければならないと思ったことや、手助けを必要と

する人に率先して手を差し伸べられる人になりたいと考えたことなどを語った。 

事例発表では、最上町青少年育成町民会議の取組みが紹介され、家族や地域の

方に感謝の気持ちを伝える「絵手紙・標語コンクール」を実施しており、子ども

たちの笑顔に確かな手応えを感じ、今後もそれぞれの活動を継続し地域の健全育

県立山形中央高等学校２年 

清野 大志さん 作 
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成に貢献したいと発表した。 

 基調講演では、東京家政大学人文学部教授の杉山雅宏氏が「青少年の心の声を

聴かせていただく～今どきの若者とのつながりを模索して～」と題し講演。大人

はすぐにアドバイスをしたくなるが、まずは自分の価値観を脇に置き、子どもの

気持ちを理解しようとする姿勢で心の声を聴かせていただくことが大切と解説し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 各地域における運動の展開 

県内の各地域において、街頭や学校での普及啓発活動など、地域の実情に応じ

た様々な取組みが展開された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）インターネット環境に関する取組み 

本県では「山形県青少年健全育成条例」を一部改正（平成 31 年３月 15日公布、

令和元年７月１日施行）し、携帯電話販売事業者及び販売代理店に対し、フィルタ

リングの必要性・内容等が記載された説明書の交付を義務づけ、フィルタリングが

不要と判断した保護者に対する不要申出書の提出義務を課すとともに、青少年に裸

等の画像を要求する行為を規制したほか、携帯電話販売事業者等に立入調査を行え

ることとした。令和５年は、立入調査を 44 件（指導件数０件）実施した。 

また、令和５年 11 月 28 日（火）、県庁講堂にて、青少年育成団体、保護者団体、

関係行政機関等を対象に開催した「地域の大人のためのインターネット利用に関す

る研修会」において、県消費生活センターの安達美紀氏による講演を実施し、若者

のインターネットトラブルの現状と防止対策等について学ぶ機会とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

最上町の事例発表 

研修会の様子 

杉山雅宏氏による講演 

 

高校生と地域の大人の対話会 地域におけるあいさつ運動・啓発活動の様子 
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（４）有害環境浄化の取組み 

① 遊技営業等 

◇カラオケボックス 
カラオケボックスは、営業が深夜に及ぶことや密室性が高いことから、青少年の飲

酒、喫煙、不健全性的行為などが懸念される。 

本県では、県青少年健全育成条例において、カラオケボックスへの青少年の深夜（午

後11時～午前４時）入場の制限を規定しているほか、県カラオケスタジオ協会に対し

てボックス内の外部からの見通しの確保等について依頼している。また、同協会では、

青少年の非行・犯罪被害防止のため、年齢確認の徹底、20歳未満の者の喫煙・飲酒等

の防止強化の意思確認を行っているほか、自主規制措置として16歳未満は午後６時ま

で、18歳未満は午後10時までの利用時間と定めている。 

 

◇インターネットカフェ・インターネットゲーム施設等 

インターネットカフェ等は、青少年のインターネット利用による有害情報の閲覧や、

薬物犯罪、わいせつ犯罪などの場所として利用されるケース等が懸念される。 

本県では、県青少年健全育成条例に基づき、カラオケボックスと同様に深夜入場の

制限を規定しているほか、「山形県インタ－ネット防犯連絡協議会」等と連携し、関係

事業者等と意思疎通を図って青少年の非行・犯罪被害防止を強化している。 

 

◇ゲームセンター 

ゲームセンター（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５号

に該当する営業を除く。）は、営業が深夜に及ぶ場合があることから、青少年の飲酒、

喫煙などが懸念される。 

本県では、県青少年健全育成条例において、ゲームセンターへの青少年の深夜（午

後 11時～午前４時）入場の制限を規定しているほか、「日本アミューズメント産業協

会施設営業事業部」と連携し、夜間入場の制限の徹底を図るとともに飲酒・喫煙の防

止等についても強化している。 

 

② コンビニエンスストア 

コンビニエンスストアは深夜に営業を行っているため、青少年による酒、煙草の購

入や有害図書の閲覧等のほか、店内や駐車場が「たまり場」となることが懸念される。 

本県では、県青少年健全育成条例において、コンビニエンスストア等深夜営業施設

の従業員等は、深夜に店舗内及び店舗敷地内にいる青少年に対して帰宅を促す努力

義務を規定している。 

各コンビニエンスストア本部等で構成している山形県コンビニエンスストア等防

犯対策協議会では、強盗、万引き等の犯罪被害防止対策の向上を図るほか、年齢確認

の徹底等による20歳未満の者への酒類、煙草の販売禁止の強化にも取り組んでいる。 

また、ノンアルコール飲料については20歳未満の者への飲酒を誘発するおそれが

あるとし、県小売酒販組合において酒類と同等の扱いとすると規定したことを受け、

県内コンビニエンスストアにおいても酒類として扱い、年齢確認の励行に努めて20

歳未満の者への販売は行わないことを決定している。 

 

③ 図書およびビデオ取扱店 

県青少年健全育成条例では、著しく性的感情を刺激する図書類や粗暴性・残虐性を 
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助長する図書類のほか、犯罪・自殺を誘発する図書類について有害図書類として指定

し、青少年への閲覧、販売等を禁止している。 

また、大量に出回る残忍なゲームソフトやわいせつ性の高いアダルト映像等に対 

応するため、県青少年健全育成条例に基づく「図書類の内容を審査する団体の指定」

を導入し、各ジャンルの自主規制団体が『成人指定』又は『18歳以上対象』等と判断

したものについては、県内においては有害図書類とみなすこととした。 

現在、審査団体として指定されているのは下記の４団体である。 
 

「特定非営利法人コンピュータエンターテイン

メントレーティング機構（略称：ＣＥＲＯ）」 

家庭用ゲームソフトを審査する団体 

 

「（一社）コンピュータソフトウェア倫理機構

（略称：ソフ倫）」 

パソコン用ゲームソフトを審査する団体 

 

 

「（一社）映像倫理機構（略称：映像倫）」 

アダルトＤＶＤ等を審査する団体 

 

「（一社）日本コンテンツ審査センター」 

アダルトＤＶＤ等を審査する団体 

※上記「映像倫理機構」が平成28年１月１日付け

で組織改編を行い、名称変更されたことから、新

たな団体として指定した。 
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（５）立入調査状況  

① 深夜遊技営業等 

本県では、県青少年健全育成条例に基づき、カラオケボックス・インターネットカ 

フェ・ゲームセンター等の深夜遊技営業等営業者に対し、本庁及び各総合支庁担当職

員が定期的に立入調査を実施し、青少年の深夜立入り規制の履行状況及び同規制に

関わる表示が適切に掲示されているか等を確認し、不備な点のある店舗に対しては、

その都度指導し改善を図っている。 

② 図書類取扱い店 

青少年に有害と認められる図書類については、山形県青少年健全育成審議会に諮 

問し、有害図書類として指定している。書店・コンビニエンスストア・ゲームソフト

販売店等の図書類取扱い店に対しては、本庁及び各総合支庁担当職員が定期的に立

入調査を実施し、有害図書類等の区分陳列の状況等について確認している。 

 

令和５年の立入調査実施状況 

種 別 対象箇所数 立入調査回数 指導回数 

カラオケボックス  ２８   １１    １ 

インターネットカフェ   ５   ３    ０ 

ゲームセンター(コーナー)  １７   ７    ０ 

コンビニエンスストア ４７３ ５９０ １６９ 

書店  ８５  ４３     ４ 

レンタルビデオ・DVD店  ２３  １６     ２ 

その他(複合店等)   ５    ８     １ 

図書類自動販売機   ７  １２     ０ 

ゲームソフト販売店  １０    ５     １ 

計 ６５３ ６９５ １７７ 

 

 

（６）危険薬物規制の取組み 

本県において危険ドラッグが原因とみられる交通事故等が発生していたことから、

危険ドラッグなどの危険な薬物の乱用を防止するための条例として「山形県危険な

薬物から県民の命とくらしを守る条例」を制定し、平成 28年４月１日から施行した。 

条例では、法律の規制が及んでいない薬物について所持、使用等の規制を行い、違

反者には最高で２年の懲役または 100万円の罰金が科せられる。 

また、行政、県民、事業者のそれぞれに責務や役割を定め、啓発や情報提供など様々

な面で連携・協力し、薬物の乱用防止を図ることとしている。 

※ 対象箇所数は、令和６年２月末現在の把握数 
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２ 若者が活躍できる環境づくりの推進 

（１）審議会における若者委員登用の推進 

本県における若者の県政参画を促進し、その意見を県政に反映させるため、若者委

員を登用し、県の政策形成・施策推進に対して意見を求めることを目的としている。       

現在は、令和６年度まで全審議会において若者委員（20～30代）を１名以上登用す

ることを目標としている。 

 

県における審議会等の若者委員の登用状況 

 

 

 平成 30 年 

３月末 

平成 31 年 

３月末 

令和２年 

３月末 

令和３年 

３月末 

令和４年 

３月末 

令和５年 

３月末 

若者委員のいる 

審議会の割合 

100.0％ 

（94/94） 

100.0％ 

（93／93） 

100.0％ 

（93／93） 

98.9％ 

（88/89） 

100.0％ 

（85/85） 

100.0％ 

（88/88） 

資料：山形県多様性・女性若者活躍課 
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（２）輝く県民活躍大賞 

本県の社会貢献活動や地域活性化に寄与する取組を顕彰し、県民に広く紹介するこ

とにより、県民の関心を高め、積極的な参画を促すとともに、県民が様々な分野で活

躍できる風土づくりを推進することを目的としている。 

 

【令和５年度実施内容】 

   ◆授賞式   日 時： 令和５年 12月 27日（水）13時 30分～14時 

       会 場： 県庁５階 502会議室 

受賞者： ９団体（詳細は下記一覧のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

2023輝く県民活躍大賞 受賞者 

【若者部門】 

団体名又は個人名 

（所在市） 
主な活動内容 

おぐに移住者コミュニティ 

つむぐ 

（小国町） 

【受賞活動】移住者を中心としたコミュニティによる地域活性化 

【活動内容】 

・移住後の交流機会が少なく、「自分のように孤独を感じる移住者を減らし

たい」と、移住者コミュニティを創設 

・現在、町外者も加入し緩やかなコミュニティに発展しており、SDGsをテー

マにしたマルシェや移住者の歓迎会等のイベントを開催 

・SNSを活用し、衣類や農作物等のお譲り情報を共有するなど交流を深化 

山形県立保健医療大学 

花笠サークル花の会 

（山形市） 

【受賞活動】医療機関や福祉施設での花笠踊りの披露及び伝統芸能の発信 

【活動内容】 

・本県の伝統芸能である花笠踊りによる仲間づくりや社会貢献を目的に平成

10年から活動 

・県内各地の花笠まつりへの参加のほか、県内の福祉施設や医療機関の夏祭

り等で演舞を披露し、観覧者へ元気を付与 

山形大学花笠サークル 

四面楚歌 

（山形市） 

【受賞活動】花笠の演舞による地域文化の振興と演舞普及による次世代への

文化継承 

【活動内容】 

・学生が気軽に花笠を踊れる場所を作りたいと平成 15年に発足 

・県内外の大小さまざまなイベントにおいて演舞を披露 

・小学生や高校生への演舞指導の依頼も多く、地域の方との交流を大切に

し、積極的に依頼を受け文化伝承を推進 

【ジュニア・ユース部門】大石田町高校生ボランティアサークル 二十四孝 PARTⅡ（大石田町） 

            大江町ボランティアサークル 「夢憧布（ぽけっと）」（大江町） 

            防犯・交通米沢少年隊（米沢市） 

【一般社会貢献部門】  大石田まつりを 10 倍楽しくする会（大石田町） 

            一般社団法人ドリームやまがた里山プロジェクト（山形市） 

            特定非営利活動法人最上川リバーツーリズムネットワーク（長井市） 
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（３）若者支援コンシェルジュ事業 

地域活動に意欲的に挑戦する若者のフォローアップ及び若者たちが気軽に相談できる

窓口の設置や若者サポーターの配置により、ニーズに沿った活動へのサポートを展開し、

若者活動のレベルアップや新たな活動を支援するとともに、若者同士の繋がりと広がりに

よる県内の若者活動の活性化を図っている。 

  

若者支援コンシェルジュチラシ 若者サポーターチラシ 

 

【令和５年度実施内容】 

◆若者支援コンシェルジュの設置 

若者活動の総合相談窓口を設置し、仲間集めやイベント周知・ＰＲの仕方、活動資

金の調達の仕方、法令等各種手続きなどの活動に関する相談支援を実施 

 

◆若者サポーターの配置 

地域で活躍する方を若者サポーターとして配置し、若者支援コンシェルジュの要請

で、若者からの活動に関する相談に現地でアドバイス等実践的な指導を行い、活動の

レベルアップや若者の新たな活動を支援 

・令和２年度以降の若者サポーターの登録者延数：42 名(令和６年３月末) 

 

  ◆若者の交流の場づくり 

 若者のニーズに沿ったテーマで交流の場を企画・実施することで、若者活動の学

びの場とするとともに、若者同士の交流拡大を推進 

開催日 「テーマ」 

R5.5.20 
「楽しいの？仲間できるの？地域活動したいひとあつまれ～！」 

ゲスト：飯豊町地域おこし協力隊 後藤武蔵さん、やまがた基地つくり 柏倉さやかさん 

R5.7.26 
「地域活動お茶会 for women」 

ゲスト：ナチュラルケア kamiko 笹渕美香さん 

R5.9.30 
「大使から学ぶ面白い場所の作り方」 

ゲスト：やまがた若者応援大使  芳賀 温子さん、白石 祥和さん 

R5.10.21 
「大使から学ぶ面白い場所の作り方」 

ゲスト：やまがた若者応援大使 佐藤 恒平さん、宮城 妙さん 

R5.12.8 
「聞いてみよー！地域をおもしろがるコツ」 

ゲスト：一般社団法人 最上のくらし舎 吉野 優美さん、朝日町地域おこし協力隊 田岡 知暁 さん 

R6.1.31  

「地域のつどいの場になる！飲食店のはじめかた」 

ゲスト：NPO 法人かみのやまランドバンク 鏡 昌博さん、café mamenoki オーナー 遠藤 友紀さん、

Turbine Blue 代表 新関 燿さん 
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（４）やまがた若者情報発信事業 

地域で活躍する若者や若者支援コンシェルジュを活用し活動展開する若者について Web

等で発信し、本県が若者にとって活躍できる場所であることを周知することで、若者の活

躍を応援する気運を醸成している。 

 

  【令和５年度実施内容】 

◆Webサイト「若者交流ネットワークサイト『やまがたおこしあいネット』」の運用 

 地域活動する若者グループが、プロフィールの紹介やイベント情報の発信を通し

て交流を深め、山形を盛り上げるために県が web サイトを設置・運用 

 

◆地域活動ミニ情報紙の作成 

 若者活動の取組みや地域活動のノウハウを紹介するための冊子「やまがたの若

者向け地域活動情報紙 ＷＡＣＨＡ」を年２回（７月、11 月）作成 

 

   

 

（５）やまがた若者元気発信事業 

本県若者の活躍や山形の魅力を県内外に発信することで、若者にとって山形県で暮らす

ことが楽しいと感じ、また、若者が若者を呼び込む環境づくりを推進する。 

 

【令和５年度実施内容】 

◆やまがた若者応援大使による発信 

・ 県内外で幅広く活躍している地域活動の実践者６名に「やまがた若者応援大使」を委

嘱し、本県若者の活躍や山形暮らしの魅力を Web 等で発信 

・「やまがた若者応援大使」の活動や山形の魅力を発信する Web サイト「『山形には何も

ない』と思ったら開く図鑑」で、本県で活躍する若者を取材発信 

 

 

 

山形の魅力や若者の活躍を発信する Webサイト“「山形には何もない」と思ったら開く図鑑”  
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（６）若者のオンライン対話事業 

県内の若者及び本県にゆかりのある県外の若者をオンラインでつなぎ、若者同士が意見

交換する場を創出することで、若者の考える県政の課題や強みを把握し、関係機関と情報

共有し、施策の検討に活かしている。 

 

  【令和５年度実施内容】 

◆オンライン対話の開催 

県内外の本県にゆかりのある若者が意見交換をする場として「やまがたワカモノ

本音会議」（９月７日、56名参加）を開催 

 

◆報告書の作成 

 やまがたワカモノ本音会議で出された意見を取りまとめた報告書 1,000 部を作成

し各市町村、県関係機関等に配付 

 

 

（７）やまがた魅力発信アンバサダー事業 

県内外の高校生や大学生をはじめとした若い方々に、山形の魅力を発信する「やまがた

魅力発信アンバサダー」になってもらい若者目線の山形の魅力を発信することで、若者の

県内定着・回帰促進を図っている。 

 

  【令和５年度実施内容】 

◆やまがた魅力発信アンバサダーによる情報発信 

県内外の高校生や大学生等 35 名がやまがた魅力発信アンバサダーとなり、若者が

考える山形の魅力を取材し記事・動画を作成し、Web サイト「山形を届けるウェブ

メディア anone.」、Instagram にて情報発信 

 
 

 

◆アンバサダー同士の交流の場の創出 

 アンバサダー同士の交流、アンバサダーの取材スキル向上を目的として７回の交

流会を開催 
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３ 困難を有する子ども・若者や家族への支援 

すべての若者が持てる力を発揮し、活き活きと活躍できる環境づくりを推進するた

め、ひきこもりなど社会参加に困難を有する若者が、地域の中で安心して生活できる体

制づくりの推進を図るもの。 

 

（１）若者相談支援拠点の設置・運営 

困難を有する若者やその家族が地域で安心して生活できる体制づくりを推進するた

め、ＮＰＯ等との協働により、県内４地域８ヶ所に「若者相談支援拠点」を設置してい

る。各拠点では、相談窓口の開設に加え、拠点未設置市町村での出張相談会の開催、関

係機関や民生児童委員とのネットワーク強化、地域の方への理解促進の講演会等の開

催を行っている。 

また、困難を有する若者の居場所づくり、家族を対象とした学びあいの機会の提供な

ど、それぞれの地域の実情に応じた支援を実施している。 

 

【令和５年度若者相談支援拠点】 

※若者相談支援拠点を「子ども・若者育成支援推進法」に基づく「子ども・若者総合相談セ

ンター」に位置付けている。 

山形市 フリースペース雨やどり 山形市 フリースペースいろは 

山形市 あにまる plus+ 新庄市 
フリースペースまちかど 

カフェたまりば 

米沢市 Ｗｉｔｈ優 米沢市 から・ころセンター 

鶴岡市 若者相談窓口一歩 酒田市 若者相談支援拠点ひなた 

 

（２）子ども・若者支援のネットワークの形成 

地域の関係機関・団体・市町村からなる支援ネットワークを形成するため、「山形県

子ども・若者支援協議会」等の開催をとおして、関係機関・団体の円滑な連携を図ると

ともに、効果的な支援体制の構築を推進する。 

 

①  山形県子ども・若者支援協議会 

子ども・若者育成支援推進法（平成 22 年４月施行）に基づき、関係機関・団体が

連携し、子ども・若者に対する支援を効果的かつ円滑に実施することを目的として、

平成 24 年８月に設置。 
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【令和５年度実施内容】 

開催日時・場所 内容 参加者・参加人数 

令和５年 11月 16日

（木） 

14:00～16:00 

建設会館中会議室 

・子ども・若者支援地域交流研修会の内容報告 

・講演「困難な状況にある子ども・若者支援に

係る連携の重要性」 

講師 特定非営利活動法人こおりやま 

子ども若者ネットワーク 

 代表 鈴木 綾氏 

協議会構成機関、 

若者相談支援拠点、 

総合支庁担当者等 

（合計 38 名） 

 

② 子ども・若者支援協議会地域交流研修会 

地域における支援体制の整備や連携体制の強化を図るため、県内４地域で研修会を

開催し、地域の支援機関の取組み紹介、情報交換等を実施した。 

開催に当たっては、就労支援担当部局及び健康福祉担当部局と連携して開催する

ことで、切れ目の無い支援体制の重要性を関係機関の共通認識とした。 

 

参加者：市町村子ども・若者支援担当課及び雇用対策担当課、県関係課、子ども・若

者支援地域協議会関係機関、生活困窮者自立支援事業関係機関、就労支援関

係機関、障がい者支援関係機関、若者相談支援拠点 など 

 

【各地域での概要】 

地域 開催日程 内容（会場） 参加人数 

村山 令和５年 10 月 25日（水） 

若者相談支援拠点、サポステ、巣立

ちの取組紹介、グループワーク 

（村山総合支庁 402 会議室） 

37名 

最上 令和５年９月 15 日（金） 

若者相談支援拠点、サポステ、巣立

ちの取組紹介、グループワーク 

（最上総合支庁講堂） 

24名 

置賜 令和５年８月 29 日（火） 

若者相談支援拠点、サポステ、巣立

ちの取組紹介、グループワーク 

（赤湯公民館） 

32名 

庄内 令和５年８月 21 日（月） 

若者相談支援拠点、サポステ、巣立

ちの取組紹介、グループワーク 

（庄内総合支庁講堂） 

27名 

 



第２章　山形県子ども・若者ビジョンにおける施策体系
 １　「山形県子ども・若者ビジョン」における施策体系

計画の柱Ⅰ　子ども・若者の健やかな育成と自立の促進

基本的方向 施策の方向 基本施策 取組みの方向性

ａ
小さい頃から他者を尊重し、思いやりの心や道徳観、規範意識、自律心等を育む教育の充
実

ｂ 「山形らしさ」を活かした社会全体による子育てや家庭教育を支援する取組みの充実

ｃ
「家庭の日」（毎月第３日曜日）の活用による、家族の語らいや親子のふれあいを通した
家族や家庭の素晴らしさ、絆の大切さを家庭や地域で見つ直す運動の推進

ｄ 家庭、学校における男女共同参画を推進する教育と学習の充実

ａ 幼少からの遊びを通した社会参画力の育成

ｂ
自ら課題を見つけ、基礎的な知識・技能と思考力・判断力・表現力等を総合的に活用しな
がら、主体的に・協働的に解決していく探究する力（「確かな学力」）の育成

ｃ
子どもと異年齢の人々との交流や他者と関わる体験の積み重ねを通したコミュニケーショ
ン能力の育成

ｄ 防災教育の充実による「自らの命は自らが守る」意識の醸成と災害対応力の育成

e
消費者としての素地を形成し、身近な消費者問題に目を向け、適切に対応できる能力の育
成

f
経済的困難や社会参加に困難を有する者に対する就学支援や学び直し等の修学機会の提
供、自立支援等学びのセーフティネットの整備

ａ 自分や他人のいのちを大切にする気持ちを育てる「いのちの教育」の推進

ｂ 住んでいる地域や郷土に誇りと愛着を持ち、地域とつながる心の育成

ｃ 食に関する学習機会や情報の提供など、家庭、学校、地域が連携した食育の推進

ｄ 「性といのちの学習」の手引きを活用した「いのちの教育」の実践

ａ 自らの心・体を理解し、大切にすることができる力の育成

ｂ
スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の活用など安心して相談できる体
制の整備

ｃ 子ども・若者の発達に応じた親等への学習機会の提供や相談体制の充実

ｄ
喫煙や飲酒、薬物のほか、スマートフォンやゲーム依存など、多様化する子ども・若者の
心身の健康課題に対して、学校・家庭・地域の連携による健康教育など、地域全体で取り
組む体制の充実・強化

e
受動喫煙により健康を損なうおそれが高い子ども・若者を、受動喫煙がその健康に及ぼす
悪影響から守り、快適に暮らすことのできる生活環境づくりの推進

ａ
社会的な自立に向け、幼児期から小・中・高等学校を通じた計画的・系統的なキャリア教
育の推進

ｂ 地域企業等との連携による職場見学や体験、インターンシップの実施

ａ 伝統文化を継承し、地域社会の発展を担う人材の育成

ｂ
家庭や地域、企業・事業所等が連携・協働し、将来の地域社会や地域産業を担う子どもた
ちの様々な体験・学習活動を社会全体で支援する取組みの推進

ｃ ジュニア・リーダー活動、青少年ボランティア活動の活性化に向けた取組みの推進

ｄ 子ども・若者の意見の表明、交流機会の確保や意思決定過程への参加の推進

ａ 情報活用能力等の育成に向けたＩＣＴを活用した教育活動の推進

ｂ
「超スマート社会（society 5.0）」の到来を見据え、ＩＣＴを高度に活用し、社会の具体
的な課題を解決できる人材の育成

ａ 多様な文化への理解や国際的な視野を広げる学習等の推進

ｂ 地球環境の適切な保全・創造・活用等への理解を深めるための環境教育の推進

ｃ 「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を意識し、率先して行動できる人材の育成

ａ
「大人が変われば子どもも変わる」県民運動、“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民
運動など社会全体で子どもの健全育成を支援する取組みの展開

ｂ
学校や家庭、地域が連携・協働し、子ども・若者の様々な体験・学習活動を社会全体で支
援する仕組みの構築

ｃ
学生や若者の力の活用や地域、関係機関・団体等との連携による居場所や様々な活動の場
づくりの推進

ａ 学校や家庭、地域が連携した地域ぐるみの学校安全体制の強化

ｂ 学校や家庭、地域が連携・協働した交通安全、防犯、消費生活等教育・啓発の推進

ｃ
通学路の安全対策や防犯パトロールの実施、県民の防犯意識の向上などによる事故や犯罪
のないまちづくりの推進

ａ 青少年健全育成条例に基づく有害図書類規制など社会環境健全化の推進

ｂ
子どもや若者が大麻等の違法薬物や危険ドラッグに関わらないよう薬物乱用防止の啓発の
推進

ｃ サイバーパトロール等による有害情報に対処する取組みの推進

ａ 子ども・若者や保護者に対するインターネットの安全・安心な利用に関する啓発の推進

ｂ
関係機関や業界団体等との連携によるフィルタリング普及に向けた取組みや啓発活動の推
進

ｃ 学校における情報活用能力の育成と情報モラルも含めた情報教育の充実

【基本方針】一人ひとりが安心できる環境の中で、自分を大切にし、他者との関わりを通して自己形成や他者に対する尊重、社会への参画力を醸成で
きるよう、また、子どもの頃から郷土に愛着や誇りを持ち、「山形らしい」自然の力や風土、精神文化に育まれた、心身共に健全で豊かな人間性が養
われるよう、社会全体で子ども・若者の育ちや自立を支援します。

（１）道徳観や規範意
識、自律心等の育成

（２）豊かな人間性と健
やかな体の育成、郷土
愛の醸成

（３）社会的自立に向け
た支援と社会参加の促
進

３　社会全体で
支えるための環
境づくり

（６）家庭、学校、地域
の連携・協働の推進

（７）子ども・若者の健全
育成に向けた社会環境
の整備

①基本的な生活習慣の形成

１　子ども・若者
の自己形成支援

２　子ども・若者
の社会参加支援
と参画力の育成

（５）広い視野を持ち、
持続可能な社会づくり
に貢献できる力の育成

①社会全体で子ども・若者を支
援する体制づくり

②子ども・若者が安全・安心に
暮らせるまちづくり

①自己実現を図るための勤労
観・職業観の育成

①情報社会の進展に対応す　る
実践的な力の育成

（４）ＩＣＴの進化に適応
し、活用できる人材の
育成

②社会を生き抜く力の育成

①豊かな心と郷土愛の醸成

②心身の健康と安心の確保

②社会体験、社会参加の促進

①グローバル化、多様化する社
会への適応力の育成

①有害環境対策の推進

②インターネットの安全・安心
な利用の促進
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第２章　山形県子ども・若者ビジョンにおける施策体系
 １　「山形県子ども・若者ビジョン」における施策体系
計画の柱Ⅱ　未来を拓く子ども・若者の応援

基本的方向 施策の方向 基本施策 取組みの方向性

ａ 政策・方針、意思決定過程への若者の参画拡大

ｂ
県内教育機関等との連携による、学校卒業後の県内定着や県外進学者の回帰に向けた取組
みの推進

ｃ 伝統行事や芸能など地域文化の伝承を通した地域活動の担い手育成の推進

ａ 地域活性化に取り組む若者の優れた功績・成果や地道な活動の顕彰

ｂ 若者が地域と関わりながら地域の魅力に触れ、魅力を活かす機会の創出

ｃ
県内外の若者や学生に対するインターネット、ＳＮＳ等の各種媒体を活用した若者活動や
山形の魅力等の情報発信の強化と県内への移住・定着支援

ａ
若者活動に係る総合相談窓口機能等による、若者の主体的な活動や元気創出活動等の取組
みに対する支援の充実

ｂ 地域課題の解決に取組むＮＰＯや若者グループの育成と支援

ｃ 地域を題材とした課題解決型の学習の機会の提供と人材育成

ａ
若者交流ネットワークサイトの活用等による、多様な分野で活躍する若者同士のつながり
や地域連携を支援

ｂ 県内外や他地域の若者同士の交流や協働の機会の創出による地域活動の面的な拡大の促進

ｃ 困難を有する若者の社会参加に向けた若者グループとの交流促進

ａ
通常の学習環境に困難を有する生徒等の就労に向けた学校と関係機関の連携強化による職
業教育・職業訓練と就労支援に向けた取組みの推進

ｂ
就職後の仕事のミスマッチをなくし、早期離職を防ぐため、生徒個々の適性や進路希望に
応じ、地域産業界と連携した就職指導の推進

ｃ
若者の県内定着・県内回帰に向け、居住支援のほか県内企業の魅力や若手社員の活躍ぶり
などの企業情報の発信の強化

ａ 若者の志向に対応した就労の場の確保や起業、マッチングの促進

ｂ 若者や女性の柔軟で新しい感性に基づく新たな事業創出支援等による就業機会の創出

ｃ 行政や教育、企業、ＮＰＯ等の連携による若者の県内就職に向けた取組みの推進

ａ
正社員化や所得向上など若者が魅力を感じ安心して働くことのできる労働環境の整備や相
談体制の充実

ｂ
若者の地域における多様な活動への理解促進や、子育て・介護等と仕事との両立支援に取
り組む事業所の拡大

ｃ 就労の意欲や能力の向上と機会の提供等人材育成の推進

ａ
県内市町村や関係団体と連携したオール山形による出会いの機会の提供や情報発信、結婚
に関する様々な相談対応等の実施

ｂ
将来を見据えたライフデザイン形成支援による結婚への不安払拭などプラスイメージの結婚観・家庭
観の醸成

ａ 妊娠期から切れ目のない支援体制の充実

ｂ 子育て家庭等に対する住環境整備・経済的支援の充実

ｃ ひとり親家庭に対する生活・自立支援の充実

ａ 両立を支援する保育サービス等の充実

ｂ 企業等におけるワーク・ライフ・バランスの取組み強化

ｃ 男性の育児・家事参画のさらなる促進

【基本方針】若者が地域とつながり、人とのつながりの中で、持てる力を十分に発揮し、地域、職場、家庭において役割と責任を十分に果たすととも
に、子ども・若者が山形暮らしの良さを認識し、県づくりの主体として活躍できる環境づくりを推進します。

４　若者が活躍
できる基盤づく
りへの支援と県
内への移住・定
着の促進

５　若者のライ
フステージに応
じた総合的な支
援

（10）若者の職業的
自立、就労支援

（12）地域で支える
子育て支援の充実

（13）仕事と家庭の
両立支援の充実

（11）出会いの提
供・結婚支援の充
実・強化

①ワーク・ライフ・バランスの
取組み強化

（８）若者の活躍を
推進する気運の醸
成、山形暮らしの良
さを知る機会の充実

（９）多様な活動の
促進、つながる機会
の拡大

①安心して妊娠・出産・子育て
ができる環境づくり

①地域における多様な担い手の
育成

③若者が働きやすい就労環境の
整備

②若者の多様な活動や山形の魅
力を知る機会の充実

①若者の主体的な取組み、多様
な活動の促進

②若者が活躍できる雇用・就労
の場の創出

①就学から就労への円滑な移行
に向けた取組みの推進

②若者・若者グループの交流促
進、レベルアップへの支援

①出会いから結婚までの継続的
かつ総合的な支援
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第２章　山形県子ども・若者ビジョンにおける施策体系
 １　「山形県子ども・若者ビジョン」における施策体系
計画の柱Ⅲ　困難を有する子ども・若者や家族への支援

基本的方向 施策の方向 基本施策 取組みの方向性

ａ
ひきこもりの第一次相談支援窓口「自立支援センター巣立ち」における相談支援、関係機
関との連携やコーディネート機能の強化

ｂ
市町村や自立相談支援機関、保健所など関係機関における相談支援や訪問支援等の取組み
の充実、ひきこもり支援に携わる人材の養成

ｃ
ＮＰＯ等との協働による相談窓口（若者相談支援拠点）の設置や居場所づくり、多様な体
験活動機会の提供等による自立支援

ｄ
ニート、ひきこもりの若者の職業的自立のための、それぞれの状況に応じた個別的、継続
的支援の実施

ｅ
不登校、中退の未然防止や早期対応につながる取組みや関係機関等と連携した取組みの推
進

ｆ 高校中退者や不登校等経験者等への「学び直し」の機会の充実

ｇ 多様な学習ニーズに対応できる柔軟な教育課程を備えた学校づくりの推進

ａ
社会参加に困難を有する子ども・若者や家族が相談しやすい環境づくりと関係機関の連携
による支援体制の強化

ｂ ニート・ひきこもり等の子ども・若者の自立支援のための社会参加や交流機会の提供

ａ
障がいのある子ども・若者、家族に対するライフステージに応じた支援や関係機関が相互
に連携した地域支援体制の充実

ｂ 保健、医療、福祉等関係機関と連携した特別支援教育の推進

①非行防止・立ち直り支援 ａ 少年の規範意識の向上と少年を見守る社会機運を醸成する活動の推進

ａ 学校、家庭、地域が連携したいじめ防止に向けた取組みの推進

ｂ 問題行動を起こす児童生徒への指導や事件を起こした少年に対する適切な取組みの推進

ａ
子どもの貧困問題や貧困の世代間連鎖の解消に向けたスクールソーシャルワーカーの活用
など、学校と福祉機関との連携による教育の支援及び生活や就労、経済的支援等を含む総
合的な支援の強化

ｂ 子ども食堂等子どもの居場所の県内全域への拡大・定着を推進

ａ 妊娠、出産から子育てまでの相談しやすい体制の充実

ｂ 児童相談所の機能強化と市町村の連携体制の強化及び社会的養護体制の充実

ｃ
発生予防から早期発見・早期対応、適切な保護・自立支援に至るまでの切れ目のない総合
的な支援体制の充実強化

③子ども・若者の福祉を害する
犯罪被害への対応

ａ 被害を受けた子ども・若者の治療や精神的負担の軽減を図る専門支援や相談体制の充実

ａ 「心のサポーター」等の気づき見守る人材の育成及び活動の推進

ｂ 関係機関等の機能及び連携の強化による効果的・総合的な取組みの促進

ｃ 市町村における自殺対策計画の策定や地域の実情に応じた自殺対策の取組みの支援

ａ
性同一性障がいやＬＧＢＴ等の性的指向を理由として困難な状況に置かれているなど特に
配慮が必要な子ども・若者に対する偏見・差別をなくし、理解を深めるための啓発活動の
推進

ｂ
外国人の子どもや帰国児童生徒が、就学の機会を逸することのないよう円滑な就学支援及
び教育の充実

ａ ＮＰＯ等との協働による相談支援拠点の体制強化

ｂ 社会参加の機会につながる安心して過ごせる居場所や交流・活動する場の整備

ｃ より身近な相談窓口となる市町村における相談対応の促進

ａ 最も身近な支援者となる家族への支援の充実・強化

ｂ 適切な情報提供やともに支え合い学び合う場の確保

ｃ 継続的な周知・広報の取組みを通じた県民理解の促進

ａ
「山形県子ども・若者支援協議会」を活用した、教育、保健、医療、福祉、雇用、矯正・
更生保護などの各分野における関係機関等による相互の連携・協力体制の強化

ｂ 市町村、民生委員・児童委員等との連携による地域支援ネットワークの強化

ｃ 子ども・若者のライフサイクルを踏まえた継続的な支援体制の整備

ａ 相談支援機関、団体、ＮＰＯ等における支援者の養成と支援対応能力の向上

ｂ 民生委員・児童委員と協働した地域での支援の仕組みづくり

ｃ 学生ボランティアや若者グループ等同世代又はピアサポーターによる支援の仕組みづくり

【基本方針】困難を有する子ども・若者とその家族が、困難な状況にあっても希望を持って生活できるよう、分野や主体の境界を越えて地域全体で互
いに連携協力し、個々の状況に応じたきめ細かな支援を継続的に実施します。

②いじめ・暴力行為への対策

②支援体制の強化、交流機会の
提供等

（16）非行防止、い
じめ・暴力行為への
対策

（17）子どもの貧困
問題、児童虐待、子
ども・若者の福祉を
害する犯罪被害への
対応

②児童虐待防止対策

①ニート、ひきこもり、不登校
等への支援

７　安心して生
活できる体制の
充実・強化

（20）総合的な相
談・支援体制の充実

（18）いのちを支え
る自殺対策

①総合的かつ計画的な自殺対策
の推進

（19）性的マイノリ
ティ等に特に配慮が
必要な子ども・若者
への支援

（21）重層的な子ど
も・若者支援ネット
ワークの強化

②支援者、協力者の養成、確保

①主体や分野を超えたネット
ワークの強化

①性的マイノリティ等に対する
理解促進、教育の充実等

①総合的な相談・支援体制の充
実

②相談しやすい環境づくり

６　個々の状況
に応じたきめ細
かな支援の充実

（14）社会参加に困
難を有する子ども・
若者、その家族への
支援

（15）障がいのある
子ども・若者の支援

①障がいのある子ども・若者へ
の支援

①子どもの貧困問題への対応

- 59 -



※施策対象については、以下の基準により記載。令和６年３月末現在

　「１」：当該施策の対象が子ども・若者に特化しているものや、事業実施による効果の最終的な波及先が、主として子ども・若者を想定しているもの
　「２」：当該施策が県民全体を広く対象とする中で、子ども・若者の育成支援にも関係するもの

　基本的方向１　子ども・若者の自己形成支援

　　【施策の方向①　道徳観や規範意識、自律心等の育成】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

消費者教育・啓発の推
進

19,250 21,554 2
　第４次山形県消費者基本計画に基づき、若年者に対する消費者啓発・教育の強化を重点施策の一つに
定め、出前講座やイベントの実施等により、消費者被害・トラブル未然防止を図るとともに、大学生等
による若年者への啓発を行う。

防災 消費生活・地域安全課

男女共同参画センター
事業

29,857 30,721 2
　男女共同参画センターにおける研修や団体活動支援及び相談事業等により、家庭や地域における男女
共同参画を推進する。

子育 多様性・女性若者活躍課

地域若者安心生活構築
推進事業

41,952 38,740 1
　社会参加に困難を有する若者の自立に向けた支援を行うＮＰＯ等との協働により「若者相談支援拠
点」を設置するとともに、関係機関、団体、市町村等と連携した地域支援ネットワーク（山形県子ど
も・若者支援協議会）を形成し、困難を有する若者が安心して生活できる体制づくりを進める。

子育 多様性・女性若者活躍課

「家庭の日」啓発事業 0 0 2 　「家庭の日」（毎月第３日曜日）の普及啓発を行い、家族の絆を深める契機づくりを推進する。 子育 多様性・女性若者活躍課

子どもの学習・生活支
援事業（生活困窮者自
立支援事業の一部）

23,256 23,256 1
　生活保護世帯及び生活困窮者世帯の子どもを対象とし、学力の向上のための学習支援や学習の場所･機
会の提供などを通じ、高等学校等への進学及び卒業を支援することで子どもの社会的自立を促し、貧困
の連鎖の防止を図る。

健福 地域福祉推進課

地域若者サポートス
テーション事業

14,222 14,235 1
　ニート等の若者の職業的自立を支援するため、個々のケースに対応した具体的な支援プログラムの実
施、また、若者自立支援ネットワークの整備・運営を行う。

産労 雇用・産業人材育成課

公立高等学校等学び直
し支援費補助金

676 407 1
　公立高等学校等に再入学し、就学支援金の受給資格期間（３６ヶ月間）を超えた生徒に対し、就学支
援金と同等額を補助する。

教育 教育政策課

学校・家庭・地域の連
携協働推進事業

95,656 95,770 2

　子どもたちの豊かな学びと健全な育成を支え、かつ地域を創生していくため、学校・家庭・地域の連
携協働に関する方策を検討するとともに、市町村における地域学校協働本部と学校運営協議会の一体的
な取組みや家庭教育支援を推進し、地域住民が積極的に子どもの教育や子育てにかかわる環境づくりを
進める。

教育 生涯教育・学習振興課

「いのちの教育」総合
推進事業

1,222 1,205 1
　各学校において、発達段階に応じた生命の大切さを学ぶ教育を実践する。
　また、道徳教育の研究指定校及び人権教育の研究指定校における「いのちの教育」の実践・普及を図
る。

教育 義務教育課

社会を生きぬく確かな
学力育成事業（確かな
学力関係）

50,730 12,032 1
　探究型学習等の蓄積を生かした「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を推進し、確か
な学力を育成する。

教育
義務教育課
高校教育課

高等学校等奨学金貸付
事業

445,184 420,270 1
　経済的な理由で修学が困難な世帯の生徒が、意欲的に勉学に励むことができるように、奨学金を貸与
する。

教育 高校教育課

奨学のための給付金事
業

160,253 141,412 1
　低所得世帯の生徒が、学業を断念することがないように、奨学のための給付金を支給し教育費の負担
を軽減させる。

教育 高校教育課

定時制・通信制課程修
学資金

504 504 1
　働きながら山形県立高等学校の定時制の課程又は通信制の課程で学ぶ生徒の教育の機会の均等を図る
ことを目的に、経済的理由により著しく修学が困難な者へ修学資金を貸与する。

教育 高校教育課

生命の継承の大切さに
関する教育

0 0 1 　家庭科等の授業を通して、生徒が生命の継承の大切さについて主体的に考える教育を実施する 教育 高校教育課

　　【施策の方向②　豊かな人間性と健やかな体の育成、郷土愛の醸成】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

○
中学生アンケート実施
事業

- 0 1 　県内の中学生を対象に、山形の誇りや幸福実感度などに関するアンケート調査を実施する。 企画 企画調整課

「やまがたの未来創
造」高校生アイデアコ
ンテスト事業、「やま
がた×幸せ」シンポジ
ウム事業

4,028 2,442 1
　山形の誇れる良さなどをテーマとする山形の未来をより良いものとするためのコンテストの開催を通
して、高校生に山形でいきいきと活躍する未来の自分をイメージしてもらう。
また、山形の良さや誇り、山形での幸せなどについて考えるきっかけとするシンポジウムを開催する。

企画 企画調整課

やまがた幸せエピソー
ドコンテスト事業

585 538 2 　広く県民から「山形だからこその幸せ」に係るエピソード作品を募集し審査、受賞作品を周知する。 企画 企画調整課

やまがたLifeポジティ
ブキャラバン事業

692 616 1
　山形県で活躍する方を学校等へ講師として派遣し、若い世代に、山形を舞台に活躍する生き方、考え
方を紹介し、ロールモデルを認識してもらうとともに、本県での暮らし方の価値などを見つめ直す機運
を醸成する 。

企画 企画調整課

交通安全県民運動の推
進

7,950 7,886 2

　山形県交通安全対策協議会が主唱する交通安全県民運動と連動し、県民一人ひとりが、最も基本的な
「交通ルールの遵守」を常に意識することにより、県全体の交通マナーを向上させ、「交通事故のない
安全・安心な山形県」を目指すとともに、通学路等における交通安全の確保、「交通安全ありがとう運
動」の実践等による子どもや高齢者の交通安全啓発及び自転車の安全適正利用に関する取組を促進す
る。

防災
・
県警

消費生活・地域安全課
警察本部交通企画課

地域若者安心生活構築
推進事業【再掲】

41,952 38,740 1
　社会参加に困難を有する若者の自立に向けた支援を行うＮＰＯ等との協働により「若者相談支援拠
点」を設置するとともに、関係機関、団体、市町村等と連携した地域支援ネットワーク（山形県子ど
も・若者支援協議会）を形成し、困難を有する若者が安心して生活できる体制づくりを進める。

子育 多様性・女性若者活躍課

薬物乱用防止推進事業 375 375 2
　県民一丸となって危険な薬物を撲滅するため、主要駅における薬物乱用防止街頭キャンペーンや主に
大学生を対象とした大学学園祭における啓発活動等を実施する。

健福 健康福祉企画課

　２　子ども・若者育成支援関係施策に係る実施状況及び概要

基本の柱Ⅰ　子ども・若者の健やかな育成と自立の促進
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文化団体等連携支援事
業

101,356 100,117 2
　文化団体等との連携により、県民が優れた文化芸術を鑑賞する機会及び文化芸術活動を発表する機会
を提供する。

観文 文化スポーツ振興課

文化による地域への愛
着・誇り醸成事業

5,520 2,520 1
　子どもを対象に、伝統文化、芸術を体験、参加・発表する取組みを展開し、伝統文化、芸術の次世代
への継承を推進するとともに、地域への愛着と誇りを醸成し、若者の県内定着・回帰へとつなげてい
く。

観文 文化スポーツ振興課

食育・地産地消推進事
業

7,455 7,979 2
　食育・地産地消の推進に資するため、山形県食育・地産地消推進計画の進行管理、県民に対する食育
(食農教育)・地産地消の啓発、園児・児童・生徒を対象とした食農体験事業などに取り組む。

農林
県産米・農産物ブランド推進
課

学校給食における食
育・地産地消促進事業

23,860 22,677 1
　学校給食における交流給食の実施や、県産農林水産物、県産米粉製品の利用拡大を支援することで、
子ども達の食や農業への関心を深め、食に感謝する心を育む取組みを促進し、県産農林水産物や県産米
粉の消費拡大を図る。

農林
県産米・農産物ブランド推進
課

学校給食米粉パン導入
拡大推進事業費

25,735 18,822 1
　学校給食における県産米粉高配合パンの導入を支援することで、子どもの頃から県産米粉へ親しむ取
組みを促進し、将来的な県産米粉の消費拡大を図る。

農林
県産米・農産物ブランド推進
課

やまがた森林ノミクス
県民総参加推進事業
（やまがた木づかい運
動の普及啓発）

1,272 1,272 2
　「山形県林業まつり」を会場にして、県産木材の普及・啓発のため、県産木製品の展示を行う。ま
た、児童木工工作コンクールを実施し、優秀作品に知事賞を授与する。

農林 森林ノミクス推進課

郷土愛を育む活動推進
事業

12,567 12,567 1
　児童生徒が郷土に関する資料や新聞等を活用して、郷土について主体的に調べ、仲間と協働して調べ
たことをまとめたり、学習の成果を発表したりすることを通して、郷土に関する理解を深め、郷土への
誇りや愛着を育む。

教育 教育政策課

チーム学校による相談
体制の充実強化

183,661 219,326 1
　多様な専門スタッフの配置や関係機関との連携により、チーム学校による児童生徒の問題行動や家庭
環境等に関する相談体制の充実強化を図る。

教育
教育政策課
義務教育課
高校教育課

伝統芸能育成事業 2,119 1,901 2

　親から子、子から孫の代へ、ふるさと山形のよき生活文化、知恵、伝統芸能等を教え、伝え、学び合
うとともに、地域の方々自らが、子どもたちに地域の素晴らしい文化等を伝承していくことにより、地
域文化の確実な保存・伝承を図り、子どもたちの社会力の育成、地域コミュニティの活性化を目指して
いく。

教育 生涯教育・学習振興課

地域青少年ボランティ
ア活動推進事業（郷土
愛・地域人材育成事業
の一部）

494 494 2
　青少年のボランティア活動等の各種地域貢献活動を支援するために、「地域青少年ボランティア推進
会議」を設置し、情報の収集や提供、交流や学習の機会を開催するなど、県内の地域青少年ボランティ
ア活動の推進を図る。

教育 生涯教育・学習振興課

学校・家庭・地域の連
携協働推進事業【再
掲】

95,656 95,770 2

　子どもたちの豊かな学びと健全な育成を支え、かつ地域を創生していくため、学校・家庭・地域の連
携協働に関する方策を検討するとともに、市町村における地域学校協働本部と学校運営協議会の一体的
な取組みや家庭教育支援を推進し、地域住民が積極的に子どもの教育や子育てにかかわる環境づくりを
進める。

教育 生涯教育・学習振興課

家庭教育電話相談「ふ
れあいほっとライン」
事業

2,776 3,341 2
　保護者自身が身内や近隣の人に相談する機会が減少し、子育てや家庭教育に関する悩みを抱えたまま
不安や孤立感を募らせる例が増えていることが指摘されているため、子育てや家庭教育の悩みなどにつ
いて気軽に相談できる体制の充実を図る。

教育 生涯教育・学習振興課

郷土愛・地域人材育成
事業

2,403 2,028 1

　既存の事業のうち、「郷土愛の育成」に関連する以下の事業をグループ化
・地域を知る情報ポータルサイト　・次世代の地域づくり中核人材育成事業　・未来の参画者養成事業
・地域青少年ボランティア推進会議　・YYボランティアビューロー
【一部新規】郷土の魅力発見・体験プログラム事業
市町村公民館職員等が「中学生が企画運営する『小学生向けの地域を体感する事業』プログラム」実施
に向け支援し、全県への普及を図る。

教育 生涯教育・学習振興課

「いのちの教育」総合
推進事業【再掲】

1,222 1,205 1
　各学校において、発達段階に応じた生命の大切さを学ぶ教育を実践する。
　また、道徳教育の研究指定校及び人権教育の研究指定校における「いのちの教育」の実践・普及を図
る。

教育 義務教育課

スクールカウンセラー
派遣事業

14,580 16,284 1
　スクールカウンセラーを県立高等学校全校に派遣し、生徒の心の悩みに応える機会を保障し、不登校
の解消や未然防止、特別な支援を必要とする生徒への支援体制を充実させる。

教育 高校教育課

いのち輝く食育推進事
業

502 391 1

　小学校（高学年）・中学校・高等学校における食や栄養に関する課題を解決するために、学校個別の
状況やニーズに合わせ、栄養・運動両面からの専門的なサポートができる公認スポーツ栄養士等を派遣
し、専門的な見地からの講演・助言等を実施する。
　また、食育の重要性や食への理解を促進し、児童生徒の望ましい食習慣の形成や食に関する自己管理
能力の育成を図るとともに、食や生産者への感謝の心や食文化を尊重する心の育成を図る。

教育 スポーツ保健課

食育プロジェクト「プ
ロスポーツチーム応援
給食」食育推進事業

0 0 1
　児童生徒の望ましい食習慣の形成を図るため、プロスポーツチームとの共同企画による食育プロジェ
クトを実施する。

教育 スポーツ保健課

心を育む学校給食週間 0 0 1

　栄養教諭・学校栄養士と給食主任・学級担任等が協力して指導にあたることにより、児童生徒に、食
は「いのち」を育む基本であることを意識付けるとともに、食に関わる人と食材に対する感謝の心や他
人を思いやる心等、豊かな心を育むことをねらいとして、各学校において「心を育む学校給食週間」を
実施する。

教育 スポーツ保健課

薬物乱用防止教育等推
進事業

0 0 1
　小学校・中学校・高等学校における薬物乱用防止教育等（喫煙、飲酒も含む）の効果的な指導や取組
みの推進を図るため、講演等への講師派遣の案内や啓発資材の配布等を実施する。

教育 スポーツ保健課

子どもの健康づくり連
携事業

915 875 1
　専門的立場である医師を学校に派遣し、児童生徒や保護者等に対し講演や研修会を実施することで、
教諭等の日常的な指導に加え、児童生徒が自分自身の健康課題解決のための学びを深める。
　また、子どもの健康課題の解決のため専門家等による指導者研修会を実施する。

教育 スポーツ保健課

県立こころの医療セン
ターにおける医療の提
供

0 0 1

　県立こころの医療センターにおいて、こども・思春期外来診療を行うとともに、「子ども・ストレス
ケア病棟」を設置し、児童・思春期の心の病への対応等、専門性の高い精神科医療を提供する。
　なお、子ども・ストレスケア病棟には入院中の学習支援として県立鶴岡養護学校の分教室である「お
ひさま分教室」が併設されている。

病院 県立病院課

ふるさとを語れるよう
になろうプロジェクト

684
（県と西村
山管内市町

で折半）

684 1
　西村山管内１市４町と西村山地域振興局とで組織する「西村山地域広域連携協議会」において、西村
山の農業、企業、歴史・文化を紹介する教材の作成や外部講師の派遣など、管内４高校を対象に「ふる
さと教育」の実践を支援し、地元への理解やふるさとへの愛着の醸成を図る。

村山
村山総合支庁
西村山総務課連携支援室

若者定着・回帰促進事
業

800の一部
（県と北村
山管内市町

で折半）

800の一部
（県と北村
山管内市町
で折半）

1
　北村山管内３市１町と北村山地域振興局とで組織する「北村山地域連携推進研究会」において、管内
の若者を対象に、地元で暮らすことの良さの理解を促進する取組みを展開し、地元への定着及び回帰を
促進する。

村山
村山総合支庁
北村山総務課連携支援室

地域雪対策事業（雪処
理担い手の育成及び確
保）

264 267 2
　将来の担い手となる地域の中・高校生や大学生の除雪ボランティアによる雪処理の支援や、地域住民
の協力による地域除排雪体制を構築することにより、地域における雪処理の担い手の育成及び確保、地
域活性化を図る。

村山
村山総合支庁
北村山総務課連携支援室

置賜文化活動支援事業 1,387 1,387 2
　置賜総合支庁及び管内市町、文化団体等で構成する「置賜文化フォーラム」において、置賜地域の文
化活動の振興を図るため、置賜こども芸術祭の開催などの事業を展開。

置賜
置賜総合支庁
総務課連携支援室

県民の森管理等整備事
業
（源流の森）

43,672 43,672 2
　森林と人々の関わりを学びながら、森林の楽しさを実感し、森林を共に育てていくプログラムを実施
する。

置賜
置賜総合支庁
森林整備課
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若者地元魅力発見促進
事業（「若者『庄』学
校」の取組み）

1,526 1,376 1
　高校生が、庄内地域で活躍する若者と、郷土のことを一緒に考えるワークショップ等を開催し、高校
生の郷土愛醸成を図る。

庄内
庄内総合支庁
総務課

庄内地域探訪共創講座
開催事業

450 450 1
　小中学生を対象に、庄内地域の自然・文化などの地域資源に触れ、地域の魅力の再発見に繋がる親子
講座を開催し、小中学生の郷土愛醸成を図る。

庄内
庄内総合支庁
総務課

　基本的方向２　子ども・若者の社会参加支援と参画力の育成

　　【施策の方向③　社会的自立に向けた支援と社会参加の推進】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

政策決定過程への若者
登用促進

0 0 1

　県審議会等への若者の登用を通して、県政に若者の声を反映し、若者の県づくりへの参画を促進す
る。
　随時若者人材リストを整備し、部局等の求めに応じて情報提供を行うとともに、登用状況について年
１回調査を実施する。

子育 多様性・女性若者活躍課

若者県内定着促進事業 7,843 7,590 1

　「若者が暮らし、活躍できる山形」になるために若者が求めることについて、県内外の若者をオンラ
インでつなぎ意見交換会を開催することで、若者目線の県政への意見やニーズを把握
　県内の若者（高校生や学生等）に「やまがた魅力発信アンバサダー」となってもらい、若者目線での
山形の魅力を発信・拡散し、山形のイメージアップを図る。また、取材や交流会を通して、地域と若者
や若者同士のつながりを拡大することで郷土への愛着醸成を図る。

子育 多様性・女性若者活躍課

子ども知事室事業 403 403 1
　子どもたち（小学５～６年生）が、知事と直接話をし、県政や県の事業への理解を深めるため、子ど
も知事室を開催する。

子育 多様性・女性若者活躍課

地域福祉活動総合推進
対策事業（ボランティ
ア活動振興事業）

4,867 4,867 2
　山形県ボランティア・市民活動振興センター（事業主体：山形県社会福祉協議会）の運営等に関する
支援を通し、市町村社会福祉協議会のボランティアセンターの活動強化を図り、ボランティア活動の普
及・活性化につなげていく。

健福 地域福祉推進課

地域若者サポートス
テーション事業【再
掲】

14,222 14,235 1
　ニート等の若者の職業的自立を支援するため、個々のケースに対応した具体的な支援プログラムの実
施、また、若者自立支援ネットワークの整備・運営を行う。

産労 雇用・産業人材育成課

文化による地域への愛
着・誇り醸成事業【再
掲】

5,520 2,520 1
　子どもを対象に、伝統文化、芸術を体験、参加・発表する取組みを展開し、伝統文化、芸術の次世代
への継承を推進するとともに、地域への愛着と誇りを醸成し、若者の県内定着・回帰へとつなげてい
く。

観文 文化スポーツ振興課

伝統芸能育成事業【再
掲】

2,119 1,901 2

　親から子、子から孫の代へ、ふるさと山形のよき生活文化、知恵、伝統芸能等を教え、伝え、学び合
うとともに、地域の方々自らが、子どもたちに地域の素晴らしい文化等を伝承していくことにより、地
域文化の確実な保存・伝承を図り、子どもたちの社会力の育成、地域コミュニティの活性化を目指して
いく。

教育 生涯教育・学習振興課

地域青少年ボランティ
ア活動推進事業（郷土
愛・地域人材育成事業
の一部）【再掲】

494 494 2
　青少年のボランティア活動等の各種地域貢献活動を支援するために、「地域青少年ボランティア推進
会議」を設置し、情報の収集や提供、交流や学習の機会を開催するなど、県内の地域青少年ボランティ
ア活動の推進を図る。

教育 生涯教育・学習振興課

次世代の地域づくり中
核人材育成事業（郷土
愛・地域人材育成事業
の一部）

882 507 2

　本事業に関わった青年ファシリテーター等のこれまでの企画・実践及び発表等の取組を紹介すること
を通して、高校生が地域づくり活動に目を向け、地域の良さを再認識し、地域の魅力を発信していける
ような次世代リーダーに期待される資質能力を育成するとともに、県内各高校生同士の相互交流及び
ネットワーク形成を図る。また、地域づくりの知識習得やスキルアップに関する中学生向け講座を開催
する。

教育 生涯教育・学習振興課

青少年の自立を促す環
境教育事業（不登校児
童生徒教育機会確保等
検討事業）

501 383 1
　不登校児童生徒を支援する学校、教育支援センター、フリースクール等民間支援団体等によるネット
ワーク構築を推進し、不登校児童生徒の社会的な自立をめざした教育相談体制の充実を図る。

教育
生涯教育・学習振興課
義務教育課

キャリア教育推進事業 4,672 2,737 1
　望ましい勤労観・職業観を身に付け、地域産業の発展に貢献する高校生を育成するキャリア教育の推
進を図る。

教育 高校教育課

　　【施策の方向④　ＩＣＴの進化に適応し、活用できる人材の育成】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

デジタル化推進事業費 3,000 1,500 2
　産学官金によるコンソーシアムと連携して、県内各分野におけるデジタル化の普及やデジタル人材の
育成、データ利活用を推進する。

企画 ＤＸ推進課

デジタル産業人材育
成・県内回帰促進事業
費

6,000 6,000 1
　高校生がAI技術の基礎を学ぶ「やまがたAI部」の活動への支援を通じて、デジタル人材の育成と若者
の県内回帰を促進する。

産労 産業創造振興課

県立高等学校ＩＣＴ環
境整備促進事業

7,218 89,739 1
　生徒の情報活用能力を育成していくため、新設する県立致道館中学校の生徒、教員用端末を整備す
る。
　GIGAスクール運営支援センターの業務を拡充し、学校の負担軽減を図る。

教育 高校教育課

　　【施策の方向⑤　広い視野を持ち、持続可能な社会づくりに貢献できる力の育成】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

環境教育推進事業費 7,940 8,621 2
　環境教育の拠点である環境科学研究センターでのあらゆる世代を対象とした環境教育や情報の提供、
環境保全団体の顕彰等を行い、環境問題に関心を高めるとともに、環境教育の実践者のスキルアップや
連携を図り、持続可能な社会を支える人材を育成する。

環エネ 環境企画課

若者向け環境ワーク
ショップ開催支援事業

2,000 2,000 1

　J-クレジット制度を活用して“見える化”した家庭等の再エネ設備によるCO2削減量の売却益を活用

し、若者向けにSDGs・地球温暖化・気候変動適応をテーマとしたワークショップを開催するとともに
SDGsの環境分野のテーマ及び第４次山形県環境計画に掲げる６つの施策の柱のうち、いずれかに関連し
て実施した実践活動や普及啓発活動、調査・研究活動等について発表する活動発表会を開催し、若者の
環境問題の「自分ごと」化につなげ、脱炭素社会の実現に貢献できる人材を育成する。

環エネ 環境企画課

カーボンニュートラル
大使活動活性化支援事
業

1,670 2,068 1
　カーボンニュートラルの実現に向け、環境に関心を持ち、取組みを実践している小・中・高校生のグ
ループにやまがたカーボンニュートラル大使を委嘱し、大使の活動発表会の開催、取組み紹介動画の作
成を行う。

環エネ 環境企画課

カーボンニュートラル
チャレンジ応援補助金
事業

764 500 1
　カーボンニュートラルの実現に向け、環境に関心を持ち、取組みを実践している小・中・高校生のグ
ループにやまがたカーボンニュートラル大使を委嘱し、大使に対し、活動費を補助する。

環エネ 環境企画課

学生環境ボランティア
人材育成・活動支援事
業

2,220 2,220 1

　J-クレジット制度を活用して“見える化”した家庭等の再エネ設備によるCO2削減量の売却益を活用
し、県内の大学・大学院生等を対象に学生環境ボランティアとして募集・登録を行うことで社会に出て
からも環境問題を「自分ごと」として捉え行動を実践できる担い手として育成するとともに、県内各地
での出前授業やイベントにおいて普及啓発活動・情報発信を行う。

環エネ 環境企画課
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小学生向け学習教材作
成事業

700 743 1
　子どものころから地球温暖化の理解を深め、「自分ごと」として自ら行動できる環境人材の育成のた
め、小学生向けに分かりやすく開設したガイドブックを作成・配布する。

環エネ 環境企画課

地球にやさしい３Ｒ推
進人づくり事業費

4,654 6,035 2
　「やまがた環境展」の開催により県民の環境に配慮したライフスタイルへの転換を促進するととも
に、将来の３Ｒ推進を担う世代を対象とした事業を実施することにより循環型社会に相応しい人材を育
成する。

環エネ 循環型社会推進課

海岸漂着物対策推進事
業

30,532 30,532 2
　親子を対象に飛島を舞台とした環境教育を実施するほか、大学生ボランティアが参加する海岸クリー
ンアップを実施して県内外の若者の交流を図ることにより若者ボランティアリーダーの育成を行う。

環エネ 循環型社会推進課

みどり豊かな森林環境
づくり推進事業

110,675 110,346 2
　市町村や地域住民、ＮＰＯ等がそれぞれの地域課題に沿って独自性を発揮し、かつ創意工夫を凝らし
て取り組むきめ細やかな森づくり活動等を推進する。

環エネ みどり自然課

みどりの循環県民活動
推進事業費

10,069 11,756 2
　やまがた森の感謝祭や、森を守り、育て、暮らしに活かす緑の循環システムを体験するイベント等を
開催し、県民参加の森づくりの気運を高め、本県の豊かな森林資源を次世代に引き継ぐ県民運動を推進
する。

環エネ みどり自然課

やまがた木育推進事業
費
（H29森林・自然環境学
習推進事業）

7,387 7,387 2
　森や自然の大切さを学び、森や木の文化を見つめ直す活動を「やまがた木育」として、平成30年３月
に策定した、やまがた木育推進方針に基づき、乳幼児から高齢者まで全ての世代での取組みを推進す
る。

環エネ みどり自然課

グローバル化に対応す
る英語教育の推進

19,152 22,180 1
　グローバル社会で求められる英語によるコミュニケーション能力を伸ばすと共に、国際理解を一層深
める取組みを推進する。

教育
義務教育課
高校教育課

新エネルギー教育推進
事業

3,800 3,800 1
　原子力エネルギーについての理解を深め、環境保全に配慮した再生可能エネルギーについての教育の
充実を図る。

教育 高校教育課

　基本的方向３　社会全体で支えるための環境づくり

　　【施策の方向⑥　家庭、学校、地域の連携・協働の推進】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

活力ある地域づくり推
進事業

6,654 2,818 2
　「地域運営組織」の形成に向け、地域づくりに係る専門的な知見を持つアドバイザーの派遣などを通
し、地域における機運の醸成を図ることで住民主体の地域づくり活動を促進する。

企画 移住定住・地域活力創生課

安心安全なまちづくり
の推進

234 234 2
　第4次山形県犯罪のない安全で安心なまちづくり推進計画に基づき、関係機関、団体と連携を図りなが
ら、県民の防犯意識の高揚、自主的な防犯活動及び犯罪の防止に配慮した生活環境整備を推進するとと
もに、子どもの安全確保に向けた活動を促進する。

防災 消費生活・地域安全課

消費者教育・啓発の推
進【再掲】

19,250 21,554 2
　第４次山形県消費者基本計画に基づき、若年者に対する消費者啓発・教育の強化を重点施策の一つに
定め、出前講座やイベントの実施等により、消費者被害・トラブル未然防止を図るとともに、大学生等
による若年者への啓発を行う。

防災 消費生活・地域安全課

交通安全県民運動の推
進【再掲】

7,950 7,886 2

　山形県交通安全対策協議会が主唱する交通安全県民運動と連動し、県民一人ひとりが、最も基本的な
「交通ルールの遵守」を常に意識することにより、県全体の交通マナーを向上させ、「交通事故のない
安全・安心な山形県」を目指すとともに、通学路等における交通安全の確保、「交通安全ありがとう運
動」の実践等による子どもや高齢者の交通安全啓発及び自転車の安全適正利用に関する取組を促進す
る。

防災
・
県警

消費生活・地域安全課
警察本部交通企画課

放課後児童クラブ推進
事業費

1,631,519 1,487,002 1
　昼間保護者のいない家庭の小学生等の授業終了後や長期休暇等に、遊びや生活の場を提供し、健全育
成活動を行う放課後児童クラブに対し運営費等を助成し、児童の健全育成と仕事と家庭の両立支援を図
る。

子育 子ども成育支援課

“いじめ・非行をなく
そう”やまがた県民運
動事業

2,986 2,986 1
　いじめの防止・根絶に向け、県と教育関係者・警察及び地域の青少年健全育成関係団体が連携し、
“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民運動を展開する。

子育 多様性・女性若者活躍課

青少年健全育成活動推
進事業

7,445 8,040 2

　「大人が変われば子どもも変わる」県民運動を展開し、地域、家庭、学校が一体となって青少年を育
成する体制を構築する。山形県青少年育成県民会議の事業等に要する経費を補助し、県民運動の推進体
制を強化する。
　また、内閣府青年国際交流事業に協力し、国際的視野を持った青年を育成する。

子育 多様性・女性若者活躍課

学校・家庭・地域の連
携協働推進事業【再
掲】

95,656 95,770 2

　子どもたちの豊かな学びと健全な育成を支え、かつ地域を創生していくため、学校・家庭・地域の連
携協働に関する方策を検討するとともに、市町村における地域学校協働本部と学校運営協議会の一体的
な取組みや家庭教育支援を推進し、地域住民が積極的に子どもの教育や子育てにかかわる環境づくりを
進める。

教育 生涯教育・学習振興課

地域ぐるみの学校安全
体制整備推進事業

4,613 4,465 1
　昨今の不審者からの声かけ事案や交通事故の発生等、登下校時における子どもの安全を守るため、地
域学校安全指導員（スクールガード・リーダー）を配置し、地域や関係機関が連携し、地域ぐるみで子
どもの安全を見守る体制整備を図る。

教育 スポーツ保健課

学校安全総合支援事業 783 768 1

　災害時における児童生徒の危険回避能力を育成するため、市町村に「学校防災アドバイザー」を派遣
し、専門的見地から防災講話や避難訓練等を行い、学校・教育委員会、関係機関、地域が連携した推進
体制の構築を図る。
　「子どものいのちを守る」学校安全指導者研修会を開催し、交通安全・生活安全・災害安全の３領域
について、講演や伝達・実践発表等を行い、各学校における安全管理、安全指導の充実を図る。

教育 スポーツ保健課

通学路の安全対策の推
進

0 0 1
　通学路の安全を確保するため、学校関係者、道路管理者、警察が連携し、通学路の合同点検の実施状
況を共有し、安全対策の検討を行う。

県土
・
教育
・
県警

道路整備課
スポーツ保健課
警察本部交通規制課

スクールサポーター事
業

9,284 9,835 1 　スクールサポーター4名を配置し、学校と連携して地域における少年非行の防止と子供の安全を図る。 県警 警察本部人身安全少年課

　　【施策の方向⑦　子ども・若者の健全育成に向けた社会環境の整備】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

青少年健全育成条例運
用費

700 700 2
　青少年の心身の健全な発達を阻害するおそれのある興行や図書類の有害指定、立入調査、実態調査等
を実施して、社会環境の浄化に努める。

子育 多様性・女性若者活躍課

青少年健全育成審議会
費

840 1,039 1

　青少年の健全育成を図るため、青少年健全育成審議会や有害図書類審査部会を開催し、青少年の健全
育成に関する重要事項の調査審議や、有害な興行・図書類の指定などを行う。
　青少年健全育成の基本計画となる「山形県こども計画（仮称）」策定に向けた審議、関係団体等への
意見聴取を行う。

子育 多様性・女性若者活躍課

薬物乱用防止推進事業 375 375 2
　県民一丸となって危険な薬物を撲滅するため、主要駅における薬物乱用防止街頭キャンペーンや主に
大学生を対象とした大学学園祭における啓発活動等を実施する。

健福 健康福祉企画課

薬物乱用防止教育等推
進事業【再掲】

0 0 1
　小学校・中学校・高等学校における薬物乱用防止教育等（喫煙、飲酒も含む）の効果的な指導や取組
みの推進を図るため、講演等への講師派遣の案内や啓発資材の配布等を実施する。

教育 スポーツ保健課

-63 -



子どもの健康づくり連
携事業【再掲】

915 875 1
　専門的立場である医師を学校に派遣し、児童生徒や保護者等に対し講演や研修会を実施することで、
教諭等の日常的な指導に加え、児童生徒が自分自身の健康課題解決のための学びを深める。
　また、子どもの健康課題の解決のため専門家等による指導者研修会を実施する。

教育 スポーツ保健課

山形県少年警察ボラン
ティア等と協働した少
年非行・被害防止活動
情報発信

0 0 1
　警察、少年警察ボランティア、学校等が協働して少年非行・被害防止のための活動を行い、活動を情
報発信して県民啓発を推進する。

県警 警察本部人身安全少年課

山形県警察大学生等サ
イバーパトローラー

0 0 2
  サイバー空間の健全化を図り、サイバー犯罪を抑止するため、県内の大学等に在籍し、インターネッ
トに関する知識を有する大学生等を「山形県警察大学生等サイバーパトローラー」に委嘱し、サイバー
パトロールや広報啓発活動等を行う。

県警 警察本部サイバー犯罪対策課

サイバーセキュリティ
カレッジ

0 0 2
  出会い系サイトや情報掲示板を利用した犯罪や被害を防止するため、中・高校生、保護者、教員等を
対象として、サイバー犯罪の現状やセキュリティ対策等についてのサイバー犯罪被害防止講話を行う。

県警 警察本部サイバー犯罪対策課
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　基本的方向４　若者が活躍できる基盤づくりへの支援と県内への移住・定住の促進

　　【施策の方向⑧　若者の活躍を推進する気運の醸成、山形暮らしの良さを知る機会の充実】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

知事と若者の地域創生
ミーティング

754 770 1
　若者の豊かな発想や行動力を地域づくりに活かしていくため、知事が市町村に赴き、市町村単位で、
若者が力を発揮できる環境づくりや地域課題、定住促進、地域の元気創出策などについて、若者と車座
になって対話を行い、明日の地域創生を考える。

総務 広報広聴推進課

高等教育機関等連携情
報発信支援事業

27 27 1
　県内の高等教育機関等への県内高校生の進学を促進し、若者の県内定着を推進するため、県内高等教
育機関等の各種情報や県内進学のメリット等の発信を行う。

総務 高等教育政策・学事文書課

「やまがたの未来創
造」高校生アイデアコ
ンテスト事業、「やま
がた×幸せ」シンポジ
ウム事業【再掲】

4,028 2,442 1

　山形の誇れる良さなどをテーマとする山形の未来をより良いものとするためのコンテストの開催を通
して、高校生に山形でいきいきと活躍する未来の自分をイメージしてもらう。
　また、山形の良さや誇り、山形での幸せなどについて考えるきっかけとするシンポジウムを開催す
る。

企画 企画調整課

移住定住・人材確保戦
略的展開事業費

143,719 228,661 2

　首都圏の若者等の本県への移住を促進するため、首都圏窓口の相談体制や移住希望者を市町村・企業
に繋ぐ機能の強化、首都圏ＵＩターンフェアの開催、住まい・食の支援を一体的に進める山形らしい移
住促進策の展開、移住支援金の支給・移住した若者・子育て世帯への支援制度の新設などにより、本県
への移住及び就業の促進策を一体的に展開する。

企画 移住定住・地域活力創生課

やまがた魅力体感関係
人口創出事業費

47,251 29,637 2
　首都圏等の子育て世帯を対象とした仕事・子育て等を体験するモデル事業を実施するとともに、気軽
に、山形の仕事、観光、地域との交流等を体験できるお試しやまがた暮らしの実施による移住の支援を
行う。

企画 移住定住・地域活力創生課

県民活動の顕彰 653 356 2
　社会貢献活動や地域活性化に寄与するの取組みを顕彰し、県民に広く紹介することにより、県民の関
心を高め、積極的な参画を促すとともに、県民が様々な分野で活躍できる風土づくりの推進に資する。

防災
・
子育

消費生活・地域安全課
県民活動・防災ボランティア
支援室
多様性・女性若者活躍課

男女共同参画ユース
リーダー養成講座開催

965 965 1
　学生自ら、男女共同参画意社会づくりの担い手となる意識を醸成し、男女共同参画の視点を持った
ユースリーダーの育成を図る。

子育 多様性・女性若者活躍課

やまがた若者地域づく
り参加推進事業費

5,901 9,253 1

　若者が地域活動に関して気軽に相談できる若者支援コンシェルジュを設置することで、若者たちの新
たな繋がりと広がりによる、県内の若者活動の活性化を図る。
　県内の若者の活動を、インターネットやミニ冊子等により幅広く多くの県民に周知し、若者が持てる
力を十分に発揮し活躍できる環境づくりや、若者の活躍を応援する気運の醸成を図る。
　若者の地域とのつながりを深め、やまがたの元気創出を図るため、地域の課題に目を向けて、その解
決に取組む若者の地域おこし活動を支援する。

子育 多様性・女性若者活躍課

政策決定過程への若者
登用促進【再掲】

0 0 1

　県審議会等への若者の登用を通して、県政に若者の声を反映し、若者の県づくりへの参画を促進す
る。
　随時若者人材リストを整備し、部局等の求めに応じて情報提供を行うとともに、登用状況について年
１～２回調査を実施する。

子育 多様性・女性若者活躍課

若者県内定着促進事業
【再掲】

7,843 7,590 1

　「若者が暮らし、活躍できる山形」になるために若者が求めることについて、県内外の若者をオンラ
インでつなぎ意見交換会を開催することで、若者目線の県政への意見やニーズを把握
　県内の若者（高校生や学生等）に「やまがた魅力発信アンバサダー」となってもらい、若者目線での
山形の魅力を発信・拡散し、山形のイメージアップを図る。また、取材や交流会を通して、地域と若者
や若者同士のつながりを拡大することで郷土への愛着醸成を図る。

子育 多様性・女性若者活躍課

看護師確保対策費
（看護師等体験セミ
ナー事業）

1,370 1,370 2
　県内の高校生を対象に病院等と連携した看護師体験セミナーを実施し、地域における看護師等の人材
育成・確保及び県内定着を図る。

健福 地域医療支援課

医師確保対策費
（ウェルカム山形推進
事業）

2,061 2,061 2
　県外の医科大学に進学した県出身医学生を対象に、県の医師確保施策や県内の研修病院の情報提供を
行うことにより、卒後の本県への誘導を図る。

健福 地域医療支援課

やまがた就職促進奨学
金返還支援事業

257,216 256,215 1
　将来の地域産業の担い手となる学生の県内回帰・定着を図るため、県と市町村、地元産業が連携し、
奨学金返還を支援する。

産労 産業創造振興課

若年者ＵＩターン人材
確保対策事業費

11,126 11,394 1
　首都圏等に在住している若者向けに就職相談・情報提供により就職支援を行うとともに、就職ガイダ
ンス等の開催により、若者の本県企業への就職に繋げる。

産労 雇用・産業人材育成課

県内定着・回帰促進事
業費

14,178 21,305 1
　若者や女性の県内定着・回帰を促進する就職情報サイトの運営、Ｕターン希望者が県内企業へ就職面
接等を行う際の交通費助成、地方創生インターンシップ事業、早期離職防止事業、合同企業セミナー等
を実施する。

産労 雇用・産業人材育成課

産業技術短期大学校運
営

269,378 282,442 1 　産業技術短期大学校において高度職業訓練を実施する。（人件費を除く） 産労 雇用・産業人材育成課

職業能力開発校運営 25,870 30,935 1 　職業能力開発校において普通職業訓練を実施する。（人件費を除く） 産労 雇用・産業人材育成課

若年女性県内就職・定
着促進事業

5,602 2,008 1 　学生と県内企業の若手社員とのトークイベントを通して、学生の県内就職に係る意識醸成を図る。 産労 雇用・産業人材育成課

YAMAGATA bizウーマン
応援事業費（経営者と
若者との座談会）

2,884 2,884 1
　県内企業の経営者と県内外の若手社員・学生との座談会を開催し、若者にとって魅力ある職場環境づ
くりを推進する。

産労 雇用・産業人材育成課

○
東北農林専門職大学教
務費

- 44,225 1
　令和６年４月に開学する東北農林専門職大学において、優れた技術と経営力、国際競争力を持って農
業・森林業のリーダーとなる人材を養成するカリキュラムを実施する。
（東北農林専門職大学における４年間の教育の実施）

農林 専門職大学整備推進課

○
東北農林専門職大学人
材育成研修費

- 13,255 2

　多様な人材を育成・確保するため、農業に興味を持つ段階から農業経営を発展・確立する段階まで
様々な研修機会を提供し、山形の農業を牽引する人材を育成する。また、新規林業従事者等を対象とし
た森林・林業に関する基礎的な研修を行う。
（東北農林専門職大学キャリアサポート・研修センターにおける研修の実施）

農林 専門職大学整備推進課

農林大学校教務費 51,462 94,974 1
　農林業の担い手として即戦力となる、高い専門性と幅広い知識・技術や経営能力を備えた実践的な人
材を育成するカリキュラムを実施する。
（東北農林専門職大学附属農林大学校（名称変更）における2年間の教育の実施）

農林 専門職大学整備推進課

基本の柱Ⅱ　未来を拓く子ども・若者の応援　
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次代を担う女性農業者
育成事業費

4,430 1,518 1
　家族経営体における女性の参画について理解を深めるとともに、経営者・経営参画者として経営の発
展強化に貢献する農業者を育成するため若手女性農業者等を対象に次世代リーダー育成セミナーを実施
する

農林 農業技術環境課

やまがた森林ノミクス
県民総参加推進事業
（新たな森林資源活用
推進事業）

1,662 1,662 2
　森林資源の一つである森林空間を健康、観光、教育等の多様な分野で活用する森林サービス産業の創
出のため、モデル的に実施するツアー等へ支援をするほか、専門家等で構成する検討会を開催する。

農林 森林ノミクス推進課

○ 建設業魅力発信事業費 - 2,044 1

　将来の職業など進路を考える最初の時期である中学生やその保護者、先生等に対し新しい建設業の姿
をアピールし、建設業に興味を持ってもらうため、先進的な建設現場の見学会等を開催する。
　建設業の魅力を効果的に伝え、中学校の総合学習の時間等で活用できる出前授業コンテンツを作成す
る。

県土 建設企画課

社会資本整備理解促進
事業費

462 462 1
　小学生、中学生を対象とし、未来の山形の建設物（道路、空港、公園、道の駅など）、河川の安全利
用、土砂災害の防止をテーマにした「県土未来図絵画・作文コンクール」を開催する。
　受賞作品については、県庁ロビーの他、県立図書館で展示を行い、建設業の魅力をＰＲする。

県土 建設企画課

やまがたの木造住宅建
設担い手育成事業（山
形の家づくり「未来の
匠」育成事業）

116 117 1 　高校生等に住宅建築とそれに関わる大工技能者の魅力を伝えるセミナーを開催する。 県土 建築住宅課

生涯学習センター事業 99,689 100,109 2
　県民の生涯にわたる学習活動を総合的に支援するため、生涯学習センターを運営する。（予算額は指
定管理料で、分館（洗心庵）を含む。）

教育 生涯教育・学習振興課

伝統芸能育成事業【再
掲】

2,119 1,901 2

　親から子、子から孫の代へ、ふるさと山形のよき生活文化、知恵、伝統芸能等を教え、伝え、学び合
うとともに、地域の方々自らが、子どもたちに地域の素晴らしい文化等を伝承していくことにより、地
域文化の確実な保存・伝承を図り、子どもたちの社会力の育成、地域コミュニティの活性化を目指して
いく。

教育 生涯教育・学習振興課

高校生就職支援事業 1,472 1,434 1
　教員による企業訪問（求人開拓、卒業生の激励・相談）や卒業１年目の県内就職者への事後指導を行
うことにより、就職促進並びに離職率の低下を図る。

教育 高校教育課

キャリア教育推進事業
【再掲】

4,672 2,737 1
　望ましい勤労観・職業観を身に付け、地域産業の発展に貢献する高校生を育成するキャリア教育の推
進を図る。

教育 高校教育課

むらやま若者みらい創
造モデル事業

1,849 1,591 2
　地域コミュニティに関心を持つ若者で構成するミーティングチームを立ち上げ、ミーティングメン
バーによる意見交換や地域コミュニティでの活動を実施することで地域活動に携わるきっかけづくりや
マッチングを図り、関係人口の創出・拡大や地域の活性化につなげる。

村山
村山総合支庁
総務課連携支援室

高校生向け地元企業理
解促進事業

238 238 2
　北村山地域の高等学校の１年生を対象に、地元企業の魅力を伝え地元企業への理解を促進するセミ
ナーを開催するとともに、地元企業のプレゼンテーション能力を向上させる取組み等を実施し、若者の
地元への就職の拡大を図る。

村山
村山総合支庁
北村山総務課連携支援室

飛び出せ高校生技能実
習で地域協働事業

0 0 1
　県内の農業・工業高校の実習授業として農業農村整備の実施地区を提供することで、職場体験の場の
創造、将来の農業農村整備事業の担い手育成、農業農村の役割の理解、世代間協働を通じた地域活性化
の促進を図る。

村山
村山総合支庁
農村計画課

社会インフラ整備・管
理人材スキルアップ支
援事業

200 200 1

　建設業を担う若年層の技術力向上と若い担い手の確保を図るため、①県・市町の若手職員に対して稼
働中の現場で工法や施工上の留意点等を説明し、土木技術や建設業に関する理解を深める。②建設業協
会等と連携し、高校生等に対して技能体験研修(課外授業)を実施し、建設業の魅力を感じてもらい就業
促進につなげる。

村山
村山総合支庁
建設総務課

新庄・最上ジモト大学
推進事業

400 450 1
　最上地域の高校生を対象に地域課題等に関する住民等との対話や協働等を通じて、地域住民としての
当事者意識を醸成し、将来の定住や地域の中核となる人材の育成を図る。
  また、若者の着実な回帰・定着に繋げるために高校生・大学生・地域の若者等の交流会を開催する。

最上
最上総合支庁
総務課連携支援室

若者による置賜の元気
創造事業

582 582 2
　地域の若者や若手行政職員で組織する「おきたま元気創造ラボ」において、置賜地域の魅力が知られ
ていないなどの課題解決に向け、若者の視点で地域活性化に取り組むことにより、置賜地域の元気を創
造する。

置賜
置賜総合支庁
総務課連携支援室

看護師確保対策事業費 163 163 1

　置賜地域の小中学生等を対象に、看護職に対する早期からの理解を深め、将来看護師等として置賜地
域の医療を担い活躍する次世代の育成を図る。
・看護師の仕事を学ぶ学習会の開催
・看護職ＰＲパンフレットの配布やホームページによる看護職の魅力等についての情報提供

置賜
置賜総合支庁
保健企画課

若者地元魅力発見促進
事業（「若者『庄』学
校」の取組み）【再
掲】

1,526 1,376 1
　高校生が、庄内地域で活躍する若者と、郷土のことを一緒に考えるワークショップ等を開催し、高校
生の郷土愛醸成を図る。

庄内
庄内総合支庁
総務課

庄内地域課題解決推進
事業（「庄内若者協働
考房」推進事業）

404 404 1
　庄内創生に向けた取組みや課題解決のための“アドバイザリーボード”としての役割を持つ「庄内若
者協働考房」において意見交換を行い、施策に反映させるとともに、庄内地域の若者の“ネットワー
ク”の強化を図るための交流学習会を実施する。

庄内
庄内総合支庁
総務課

少年水産教室 34 31 1
　水産高校との共催により、県内中学生を対象に水産に関する初歩的な学習と実習を行い水産業への理
解を深める。

庄内
庄内総合支庁
水産振興課

水産高校生体験漁業 253 253 1
　水産高校のカリキュラムにない本県沿岸漁業の代表的な漁業種類の漁船に乗船しての漁業体験と漁業
者との交流会を実施し、本県における漁業の実態を伝え、水産業への就職意欲を高める。

庄内
庄内総合支庁
水産振興課

建設業への若者就業促
進事業

320 320 1

　中学生や高校生を対象に、地元建設業の役割や魅力を紹介することで、建設業に対する関心・興味を
啓発し、地元建設業への就業促進及び地元定着を図る。
・建設系学科高校生を対象とした、『地元建設現場の見学会』や『先輩
　技術者との意見交換会』の開催
・中学生、高校生に向けた地元建設業を紹介するパンフレットの作成・
　配付

庄内
庄内総合支庁
建設総務課

　　【施策の方向⑨　多様な活動の推進、つながる機会の拡大】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

知事と若者の地域創生
ミーティング【再掲】

754 770 1
　若者の豊かな発想や行動力を地域づくりに活かしていくため、知事が市町村に赴き、市町村単位で、
若者が力を発揮できる環境づくりや地域課題、定住促進、地域の元気創出策などについて、若者と車座
になって対話を行い、明日の地域創生を考える。

総務 広報広聴推進課

移住定住・人材確保戦
略的展開事業費【再
掲】

143,179 228,661 2

　首都圏の若者等の本県への移住を促進するため、首都圏窓口の相談体制や移住希望者を市町村・企業
に繋ぐ機能の強化、首都圏ＵＩターンフェアの開催、住まい・食の支援を一体的に進める山形らしい移
住促進策の展開、移住支援金の支給・移住した若者・子育て世帯への支援制度の新設などにより、本県
への移住及び就業の促進策を一体的に展開する。

企画 移住定住・地域活力創生課

やまがた魅力体感関係
人口創出事業費【再
掲】

47,251 29,637 2
　首都圏等の子育て世帯を対象とした仕事・子育て等を体験するモデル事業を実施するとともに、気軽
に、山形の仕事、観光、地域との交流等を体験できるお試しやまがた暮らしの実施による移住の支援を
行う。

企画 移住定住・地域活力創生課
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社会貢献活動促進基金
活用事業費

47,626 47,654 2
　「やまがた社会貢献基金」を活用し、地域課題の解決に取り組むＮＰＯ法人やボランティア団体への
支援を行う。

防災
消費生活・地域安全課
県民活動・防災ボランティア
支援室

県民活動の顕彰【再
掲】

653 356 2
　社会貢献活動や地域活性化に寄与するの取組みを顕彰し、県民に広く紹介することにより、県民の関
心を高め、積極的な参画を促すとともに、県民が様々な分野で活躍できる風土づくりの推進に資する。

防災
・
子育

消費生活・地域安全課
県民活動・防災ボランティア
支援室
多様性・女性若者活躍課

地域若者安心生活構築
推進事業【再掲】

41,952 38,740 1
　社会参加に困難を有する若者の自立に向けた支援を行うＮＰＯ等との協働により「若者相談支援拠
点」を設置するとともに、関係機関、団体、市町村等と連携した地域支援ネットワーク（山形県子ど
も・若者支援協議会）を形成し、困難を有する若者が安心して生活できる体制づくりを進める。

子育 多様性・女性若者活躍課

やまがた若者地域づく
り参加推進事業【再
掲】

5,901 9,253 1

　若者が地域活動に関して気軽に相談できる若者支援コンシェルジュを設置することで、若者たちの新
たな繋がりと広がりによる、県内の若者活動の活性化を図る。
　県内の若者の活動を、インターネットやミニ冊子等により幅広く多くの県民に周知し、若者が持てる
力を十分に発揮し活躍できる環境づくりや、若者の活躍を応援する気運の醸成を図る。
　若者の地域とのつながりを深め、やまがたの元気創出を図るため、地域の課題に目を向けて、その解
決に取組む若者の地域おこし活動を支援する。

子育 多様性・女性若者活躍課

若者県内定着促進事業
【再掲】

7,843 7,590 1

　「若者が暮らし、活躍できる山形」になるために若者が求めることについて、県内外の若者をオンラ
インでつなぎ意見交換会を開催することで、若者目線の県政への意見やニーズを把握
　県内の若者（高校生や学生等）に「やまがた魅力発信アンバサダー」となってもらい、若者目線での
山形の魅力を発信・拡散し、山形のイメージアップを図る。また、取材や交流会を通して、地域と若者
や若者同士のつながりを拡大することで郷土への愛着醸成を図る。

子育 多様性・女性若者活躍課

山形県創業支援セン
ター運営事業費

33,581 32,299 2
　スタートアップ（起業）のワンストップ窓口とコワーキングスペースを併設した「スタートアップス
テーション・ジョージ山形」を運営し、新規事業の創出やビジネス人材の育成を図る。

産労 産業創造振興課

創業者総合応援事業
（創業支援事業）

32,931 32,931 2
　商工会議所を中心に県内の商工支援団体等を構成員とする「創業支援ネットワーク」を実施主体と
し、創業を予定する者または創業後間もない小規模事業者へ創業時に要する経費の一部を助成する。

産労 産業創造振興課

次世代の地域づくり中
核人材育成事業【再
掲】

882 507 2

　本事業に関わった青年ファシリテーター等のこれまでの企画・実践及び発表等の取組を紹介すること
を通して、高校生が地域づくり活動に目を向け、地域の良さを再認識し、地域の魅力を発信していける
ような次世代リーダーに期待される資質能力を育成するとともに、県内各高校生同士の相互交流及び
ネットワーク形成を図る。また、地域づくりの知識習得やスキルアップに関する中学生向け講座を開催
する。

教育 生涯教育・学習振興課

地域づくり活動調査研
究事業

630 630 2
　県内の大学に在籍する学生で構成されるグループ（ゼミや研究室）が対象地域の実態調査等を行い、
当該地域の課題抽出や地域主体による課題解決（活性化方策）を検討するとともに、学生と地域住民と
の交流を通して地域の活力向上につなげる。

村山
村山総合支庁
総務課連携支援室

もがみ遊学の森活動推
進事業

371 371 2

　最上地域の豊かなみどりを守り育む意識を醸成し、幅広い森づくり活動を指導できる人材を養成する
ため、高校生以上の県民を対象に指導者の養成講座を開催する。また、地域の豊かな森林に興味を持つ
こと等を目的に、中学生以上の若者に対し、遊学の森での森づくり活動や伐採現場の見学等の体験活動
を実施する。

最上
最上総合支庁
森林整備課

若者による置賜の元気
創造事業【再掲】

582 582 2
　地域の若者や若手行政職員で組織する「おきたま元気創造ラボ」において、置賜地域の魅力が知られ
ていないなどの課題解決に向け、若者の視点で地域活性化に取り組むことにより、置賜地域の元気を創
造する。

置賜
置賜総合支庁
総務課連携支援室

庄内地域交流活動支援
事業

800 800 2
　庄内地域内外の交流等を通じて、地域の活性化や課題解決に向けて取り組む活動を支援し、庄内地域
の活性化を促進する。

庄内
庄内総合支庁
総務課

出羽庄内公益の森づく
り事業

470 470 2
　多様な主体の協働により庄内海岸林を次世代に引き継ぎ、森林を守り育てる意識の醸成を図るため、
地域住民・学校等が行う森づくり活動を推進するとともに、森林環境教育への支援を実施する。

庄内
庄内総合支庁
森林整備課

　基本的方向５　若者のライフステージに応じた総合的な支援

　　【施策の方向⑩　若者の職業的自立、就労支援】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

県民活動の顕彰【再
掲】

653 356 2
　社会貢献活動や地域活性化に寄与するの取組みを顕彰し、県民に広く紹介することにより、県民の関
心を高め、積極的な参画を促すとともに、県民が様々な分野で活躍できる風土づくりの推進に資する。

防災
・
子育

消費生活・地域安全課
県民活動・防災ボランティア
支援室
多様性・女性若者活躍課

地域若者安心生活構築
推進事業【再掲】

41,952 38,740 1
　社会参加に困難を有する若者の自立に向けた支援を行うＮＰＯ等との協働により「若者相談支援拠
点」を設置するとともに、関係機関、団体、市町村等と連携した地域支援ネットワーク（山形県子ど
も・若者支援協議会）を形成し、困難を有する若者が安心して生活できる体制づくりを進める。

子育 多様性・女性若者活躍課

ひきこもり相談支援事
業

1,439 1,391 2

　ひきこもり相談支援窓口「自立支援センター巣立ち」において本人や家族に対して相談支援を行い、
早期に適切な支援につながるよう支援体制の充実を図るとともに、ひきこもりに対する正しい理解が深
まり、より多くの方の支援につながるよう普及・啓発を行う。
また、各保健所においても、電話や面接･訪問等で相談支援を行うとともに、ひきこもり相談支援者を対
象に研修を開催し、支援者の技術向上と、支援者同士の連携強化を図る。

健福 障がい福祉課

地域若者人材確保対策
事業

5,520 3,425 2
　各地域における人材ニーズ・若者の県内回帰・定着の状況を踏まえ、特に確保が必要な人材をター
ゲットにした地域の産業情報の発信を行い、若者の県内就職を促進

産労 産業創造振興課

学生・生徒・保護者等
の地域産業理解促進事
業

684 392 1
　高校生等を対象に地域の企業経営者の思いや地域で働く先輩の経験談等を通じて、地域企業の魅力や
地域の産業界で働くことの意義を伝えるためのセミナーや交流会等を実施

産労 産業創造振興課

デジタル産業人材育
成・県内回帰促進事業
費【再掲】

6,000 6,000 1
　高校生がAI技術の基礎を学ぶ「やまがたAI部」の活動への支援を通じて、デジタル人材の育成と若者
の県内回帰を促進する。

産労 産業創造振興課

若者就職支援センター
事業費

39,926 36,154 1
　山形県若者就職支援センターの設置・運営により、若年者の就職について、地域の学校・企業と連携
しながら、高等学校、大学等の在学中から職場定着まで一貫した支援を実施する。

産労 雇用・産業人材育成課

トータルジョブサポー
ト運営事業費

9,588 6,845 1
　県内若者等の就職支援を強化するため、県が有する「山形県若者就職支援センター」・「山形県求職
者総合支援センター」の機能と「ハローワーク」が持つ就職マッチング機能を合わせたワンストップ
サービスを実施。

産労 雇用・産業人材育成課

女性の賃金向上推進事
業

63,000 63,000 2
　女性非正規雇用労働者の賃金引上げ及び正社員転換を実施した事業者に対して支援金を支給すること
で、女性の県内定着を促進する。

産労 雇用・産業人材育成課
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企業等におけるワー
ク・ライフ・バランス
推進事業費

12,913 8,025 2

　「やまがたイクボス同盟」の活動による企業経営層の意識改革と取組み促進のためのトップセミナー
を開催する。
　独自の認定制度「やまがたスマイル企業認定制度」により、企業におけるワーク・ライフ・バランス
の取組みを促進する。
　ワーク・ライフ・バランス取組事例を共有し、取組みを促進するため、各地域において企業の人事・
労務担当者による交流会を実施する。

産労 雇用・産業人材育成課

YAMAGATA bizウーマン
応援事業費（YAMAGATA
bizウーマンキャリア
形成応援事業～女性の
インターンシップ応援
プログラム～）

29,166 29,166 2
　大学等卒業後、早期離職により再就職を希望する若年女性や、移住により県内での就職を検討する女
性等を対象に、産学官連携によるインターンシップ等を実施。

産労 雇用・産業人材育成課

若年者ＵＩターン人材
確保対策事業費【再
掲】

11,126 11,394 1
　首都圏等に在住している若者向けに就職相談・情報提供により就職支援を行うとともに、就職ガイダ
ンス等の開催により、若者の本県企業への就職に繋げる。

産労 雇用・産業人材育成課

地域若者サポートス
テーション事業【再
掲】

14,222 14,235 1
　ニート等の若者の職業的自立を支援するため、個々のケースに対応した具体的な支援プログラムの実
施、また、若者自立支援ネットワークの整備・運営を行う。

産労 雇用・産業人材育成課

県内定着・回帰促進事
業費【再掲】

14,178 21,305 1
　若者や女性の県内定着・回帰を促進する就職情報サイトの運営、Ｕターン希望者が県内企業へ就職面
接等を行う際の交通費助成、地方創生インターンシップ事業、早期離職防止事業、合同企業セミナー等
を実施する。

産労 雇用・産業人材育成課

産業技術短期大学校運
営【再掲】

269,378 282,442 1 　産業技術短期大学校において高度職業訓練を実施する。（人件費を除く） 産労 雇用・産業人材育成課

職業能力開発校運営
【再掲】

25,870 30,935 1 　職業能力開発校において普通職業訓練を実施する。（人件費を除く） 産労 雇用・産業人材育成課

若年女性県内就職・定
着促進事業【再掲】

5,602 2,008 1 　学生と県内企業の若手社員とのトークイベントを通して、学生の県内就職に係る意識醸成を図る。 産労 雇用・産業人材育成課

○
東北農林専門職大学人
材育成研修費【再掲】

- 13,255 2

　多様な人材を育成・確保するため、農業に興味を持つ段階から農業経営を発展・確立する段階まで
様々な研修機会を提供し、山形の農業を牽引する人材を育成する。また、新規林業従事者等を対象とし
た森林・林業に関する基礎的な研修を行う。
（東北農林専門職大学キャリアサポート・研修センターにおける研修の実施）

農林 専門職大学整備推進課

新規就農総合支援事業
費

649,109 632,411 2 　新規就農者の確保・育成に向け、就農準備段階から就農後の定着まで総合的な支援を行う。 農林 農業経営・所得向上推進課

緑の青年就業準備給付
金事業費

28,380 25,578 1
　林業・森林業分野への就業・定着を支援するため、「東北農林専門職大学 森林業経営学科」及び「農
林大学校 林業経営学科」の学生が安心して学修に専念できるよう給付金を支給する。

農林 森林ノミクス推進課

やまがたの木造住宅建
設担い手育成事業（若
手大工技能習得サポー
ト事業）

250 5,350 1 　新規入職した若手大工技能者の技能習得を支援する。 県土 建築住宅課

セーフティネット住宅
供給促進事業費

16,302 8,302 2
　低所得者や新婚・子育て世帯、学生を含む若者単身者など住宅確保要配慮者用に賃貸する住宅（セー
フティネット住宅）の改修に対する交付金を活用する市町村へ、地方負担分を補助し、セーフティネッ
ト住宅の供給を促進する。

県土 建築住宅課

就労希望者に対する就
職支援の充実

25,147 29,276 1

　特別支援学校を卒業し、企業等に就労を希望する生徒一人ひとりに応じた就労先の確保に向けて、企
業等を訪問し実習の協力や就労先開拓を進める「就労支援コーディネーター」の配置や、４地区ごとに
進路支援に係る情報共有を関係機関と共に行う地域別戦略会議を実施する。また、特別支援学校の授業
補助員として、特別支援学校卒業生のステップアップ雇用事業（会計年度職員）を実施する。

教育 特別支援教育課

高校生就職支援事業
【再掲】

1,472 1,434 1
　教員による企業訪問（求人開拓、卒業生の激励・相談）や卒業１年目の県内就職者への事後指導を行
うことにより、就職促進並びに離職率の低下を図る。

教育 高校教育課

高校生向け地元企業理
解促進事業【再掲】

238 238 2
　北村山地域の高等学校の１年生を対象に、地元企業の魅力を伝え地元企業への理解を促進するセミ
ナーを開催するとともに、地元企業のプレゼンテーション能力を向上させる取組み等を実施し、若者の
地元への就職の拡大を図る。

村山
村山総合支庁
北村山総務課連携支援室

最上の医療・介護人材
育成地域定着促進事業
費（医療人材確保対策
事業）

465 408 1

　最上地域の小・中学生及び高校生を対象に、地域の医療機関等で働く医師、看護師等を講師として、
医療職を目指した動機ややりがい等について講話や体験学習を行う動機付け学習会等を開催する。ま
た、希望する中高生等に対しフォローアップを行い、継続的に情報提供を行うとともに将来の地元への
就業を促進する。さらに最上地域からの医師輩出増を目指し、医師という職業に関心がある中学生等を
対象とした動機付けのためのセミナー等を開催する。

最上
最上総合支庁
保健企画課

最上の医療・介護人材
育成地域定着促進事業
費（看護師等生涯サ
ポートプログラム「最
上プラス」）

79 96 1
 ＵＩＪターンを希望する看護職員及び看護学生へのインターンシップ参加の際の旅費を支援する。ま
た、新任期の看護職員（概ね３年以内）・看護学生の人脈づくりの支援の場「ナスカフェ」の開催によ
り、看護師・看護学生の地元回帰及び定着を図る。

最上
最上総合支庁
保健企画課

最上の医療・介護人材
育成地域定着促進事業
費（介護人材確保対策
事業）

100 100 1

　最上地域の小・中学生及び高校生を対象に、介護の仕事に対し理解を深めてもらうとともに、その魅
力を発信し、介護職を目指す動機づけを図るため、介護福祉士による講話や体験学習を実施する。ま
た、介護職員の早期離職防止のため、若手介護職員が集い、仕事の魅力ややりがいについて語り合う
「ケアワークトーキング」を開催する。

最上
最上総合支庁
地域健康福祉課

最上の産業人材育成地
域定着促進事業

622 725 2

　最上地域における人材の育成及び定着を図るため、高校生を対象とした「地元事業所で働く若手社員
が仕事の魅力を語る特別授業」、その保護者を対象とした進路セミナーを実施するとともに、新たに保
護者向けリーフレットを作成する。また、小学生向けに地域の製造業等を紹介する通信を新たに発行す
る。

最上
最上総合支庁
地域産業経済課

置賜地域人材確保対策
事業費

1,224 799 2
　「企業魅力発見企画運営協議会」を設置し、若者の地元定着に向けた取組みを実施
・企業見学会（バスツアー）の開催
・企業が学校に出向き、生徒に職業体験してもらう「ワクワクワーク」の開催

置賜
置賜総合支庁
地域産業経済課

学生・生徒・保護者等
の地域産業理解促進事
業

100 64 1
　進学校の高校生を対象に、地域の企業経営者等から地域企業の魅力や産業界で働くことの意義を伝え
るセミナーを開催。

置賜
置賜総合支庁
地域産業経済課

魅力ある建設分野への
若手人材啓発事業費

110 220 1
　置賜地域の高校生を対象に、建設分野への関心・興味を啓発し、若手人材の就業促進を図る。
・山形県建設業協会米沢支部が主体で行う現場見学会への補助
・若手技術者による仕事説明会（ゼロ予算）

置賜
置賜総合支庁
建設総務課
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　　【施策の方向⑪　出会いの提供・結婚支援の充実・強化】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

やまがたハッピーライ
フプロジェクト事業費

175,197 261,035 1

　マッチングシステムによる出会い支援サービスなどを展開する「やまがたハッピーサポートセン
ター」及びボランティア仲人「やまがた縁結びたい」による総合的な出会い・結婚支援体制の強化を図
る。
　学生を対象としたライフデザインセミナーや若手社会人を対象としたライフプランセミナーの開催に
より若い世代に対する結婚観や家庭観を醸成を図る。
 ライフプランをシミュレーションできるＷＥＢコンテンツの運用により人生設計の機会を提供し、支援
策を周知する。
　新婚世帯に対するスタートアップ（住宅取得・賃貸費用・引越費用）を支援する。

子育 しあわせ子育て政策課

むらやま広域婚活事業
（広域婚活の展開）

200 200 1
　市町等との連携による広域的な結婚支援
　管内市町等で組織する「むらやま広域婚活事業実行委員会」による広域婚活イベント等の実施

村山
村山総合支庁
子ども家庭支援課

むらやま若者子育て安
心イメージアップ事業

330 280 1
　高校生に乳幼児とのふれあいの機会や子育て中の親子との交流の機会を提供することにより、若者世
代が男女共に安心して子育てに臨むイメージを高める。

村山
村山総合支庁
子ども家庭支援課

最上地域「やまがた縁
結びたい」人材育成事
業

153 153 1 　市町村との連携により、結婚支援者の人材育成と広域的な交流の場の設定を行う。 最上
最上総合支庁
子ども家庭支援課

おきたま結婚支援者活
動促進事業

148 150 1
　管内仲人活動団体・結婚支援者の情報交換会及びスキルアップ研修会を開催し、広域的な交流の促進
やスキルアップを図る。
　結婚支援者の登録促進を図るため、各市町の結婚支援候補者への説明会を実施する。

置賜
置賜総合支庁
子ども家庭支援課

　　【施策の方向⑫　地域で支える子育て支援の充実】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

やまがた他孫（たま
ご）育て支援事業

733 733 2
　ボランティアとしてかかわる意欲・活力あるシニア層を対象に研修を実施するとともに、人手を必要
とする子育て支援団体のマッチングを行い、地域の子育て支援に関わる人を増やすことで、地域で子育
てを支える環境づくりを推進する。

子育 しあわせ子育て政策課

届出保育施設等すこや
か保育事業費

23,754 23,848 1
　入所児童の処遇向上を図るため、届出保育施設等（認可外保育施設）における0～2歳児及び待機児童
の受入れにかかる経費を助成。

子育 子ども成育支援課

放課後児童クラブ推進
事業費【再掲】

1,631,519 1,487,002 1
　昼間保護者のいない家庭の小学生等の授業終了後や長期休暇等に、遊びや生活の場を提供し、健全育
成活動を行う放課後児童クラブに対し運営費等を助成し、児童の健全育成と仕事と家庭の両立支援を図
る。

子育 子ども成育支援課

多子世帯における保育
料負担軽減事業費

34,020 30,971 1
　多子世帯における保育料負担軽減のため、認可保育所・届出保育施設等（認可外保育施設）など施設
の種別に関わらず、同時入所している場合に保育料を軽減する。

子育 子ども成育支援課

放課後児童クラブ利用
料軽減事業費

72,350 72,350 1
　経済的理由から放課後児童クラブの利用を断念することがないよう、低所得世帯及び兄弟姉妹で同時
利用している世帯における利用料を軽減する。

子育 子ども成育支援課

保育料無償化に向けた
段階的負担軽減事業費

606,577 563,934 1
　０歳から２歳児の保育料について、国基準の「所得階層８区分」のうち無償化されていない第３及び
第４階層の世帯の保育料の負担軽減を市町村と連携して実施する。

子育 子ども成育支援課

児童手当の支給 2,090,858 1,993,662 2
　中学校終了前の児童・生徒の養育者に対する手当を給付する。
（令和６年10月分より高校生（18歳）まで対象が拡大される予定）

子育 子ども家庭福祉課

児童扶養手当・特別児
童扶養手当の支給

583,369 546,046 2 　18歳までの子どもを養育するひとり親家庭等の養育者に対する手当を給付する。 子育 子ども家庭福祉課

母子父子寡婦福祉資金
事業

185,684 108,719 2 　母子家庭等に対し、生活資金や修学資金などの資金の無利子又は低利での貸付を行う。 子育 子ども家庭福祉課

ひとり親家庭・子ども
の貧困対策総合推進事
業費

74,931 113,757 2
　ひとり親家庭の親子が自立し、安心して暮らすことができるよう、就労支援をはじめ、子育て・生
活、子どもの教育、経済的な面も含め総合的に支援を行うとともに、子どもの貧困対策の推進を図る。

子育 子ども家庭福祉課

マザーズジョブサポー
トセンター運営事業

38,446 38,446 2
　結婚・出産・育児等の理由で離職している女性の再就職をワンストップで支援するため、マザーズ
ジョブサポート山形・庄内の県内２箇所で、再就職や仕事と子育ての両立に関する相談業務を行う。

産労 雇用・産業人材育成課

県営住宅に入居する際
の優遇措置

0 0 2
　ひとり親家庭の県営住宅への入居に際し、入居条件等の優遇措置により支援（抽選確率の優遇、連帯
保証人１名で可、等）。

県土 建築住宅課

住宅リフォーム支援事
業

323,400 310,000 1
　住宅リフォーム工事の一部を市町村と協力して支援する。移住世帯、新婚世帯、子育て世帯（ひとり
親を含む）に対しては、一般世帯よりも補助率及び補助上限額を引上げ、手厚く支援する。

県土 建築住宅課

中古住宅流通支援事業 9,500 9,500 1
　中古住宅の流通を促進するため、中古住宅取得に係る住宅ローンの一部を支援する。移住世帯、新婚
世帯、子育て世帯（ひとり親を含む）に対しては、一般世帯よりも補助上限額を引上げ、手厚く支援す
る。

県土 建築住宅課

むらやま妊娠・子育て
安心サポート事業

252 253 1

　精神疾患等により養育力の低い妊産婦等に対し、効果的な支援を展開するため、精神科医師等から支
援者への助言の機会を確保し、事例検討会等を実施する。
　妊産婦の心身の負担が大きい多胎児家庭への支援充実と孤立防止を図るため、多胎児家庭の研修会等
を開催する。

村山
村山総合支庁
子ども家庭支援課

　　【施策の方向⑬　仕事と家庭の両立支援の充実】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

パパママ一緒に子育て
応援事業

968 968 1

　夫婦で共に働き、一緒に子育てをして、子育ても仕事も楽しむことができるように、「やまがた子育
て応援サイト」における子育て世代に求められている情報の充実を図る。
　実際に育児休業を取得することとなる男性会社員等（男性育休当事者）を対象に、家事・育児参画セ
ミナーを開催する。

子育 しあわせ子育て政策課

放課後児童クラブ利用
料軽減事業費【再掲】

72,350 72,350 1
　経済的理由から放課後児童クラブの利用を断念することがないよう、低所得世帯及び兄弟姉妹で同時
利用している世帯における利用料を軽減する。

子育 子ども成育支援課

-69 -



特別保育事業費 89,967 119,272 1
　保育需要の多様化に対応するため、障がい児保育等の特別保育を実施するとともに、保育を支える保
育士の確保に必要な措置を講ずることにより保育所等における保育サービスの推進を図る。

子育 子ども成育支援課

地域子ども・子育て支
援事業費

891,832 850,018 1
　多様化する保育ニーズに対応するため、ファミリー・サポート・センター事業や地域子育て支援拠点
事業等の市町村における子ども及び子育て家庭の支援に資する取組みを推進する。

子育 子ども成育支援課

放課後児童クラブ整備
推進費

61,620 63,101 1
　昼間保護者のいない家庭の小学生等の授業終了後や長期休暇等に、遊びや生活の場となる放課後児童
クラブの計画的な整備を図る。

子育 子ども成育支援課

認定こども園等整備推
進費

79,812 56,609 1 　認定こども園等の施設整備を図り、子どもを安心して育てることができる体制の整備を促進する。 子育 子ども成育支援課

企業等におけるワー
ク・ライフ・バランス
推進事業費

12,913 8,025 2

　「やまがたイクボス同盟」の活動による企業経営層の意識改革と取組み促進のためのトップセミナー
を開催する。
　独自の認定制度「やまがたスマイル企業認定制度」により、企業におけるワーク・ライフ・バランス
の取組みを促進する。
　ワーク・ライフ・バランス取組事例を共有し、取組みを促進するため、各地域において企業の人事・
労務担当者による交流会を実施する。

産労 雇用・産業人材育成課

職場環境改善アドバイ
ザー派遣事業

5,933 5,933 2
　「職場環境改善アドバイザー」が県内事業所を訪問し、「働き方」に関わる様々な課題、問題の解決
に向けた助言や情報提供などを行う。

産労 雇用・産業人材育成課
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　基本的方向６　個々の状況に応じたきめ細やかな支援の充実

　　【施策の方向⑭　社会参加に困難を有する子ども・若者、その家族への支援】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

私立高等学校等学び直
し支援費補助金

845 725 1
　私立高等学校等に再入学し、就学支援金の受給資格期間（３６ヶ月間）を超えた生徒に対し、授業料
相当額を補助する。

総務 高等教育政策・学事文書課

地域若者安心生活構築
推進事業【再掲】

41,952 38,740 1
　社会参加に困難を有する若者の自立に向けた支援を行うＮＰＯ等との協働により「若者相談支援拠
点」を設置するとともに、関係機関、団体、市町村等と連携した地域支援ネットワーク（山形県子ど
も・若者支援協議会）を形成し、困難を有する若者が安心して生活できる体制づくりを進める。

子育 多様性・女性若者活躍課

ひきこもり相談支援事
業【再掲】

1,439 1,391 2

　ひきこもり相談支援窓口「自立支援センター巣立ち」において本人や家族に対して相談支援を行い、
早期に適切な支援につながるよう支援体制の充実を図るとともに、ひきこもりに対する正しい理解が深
まり、より多くの方の支援につながるよう普及・啓発を行う。
また、各保健所においても、電話や面接･訪問等で相談支援を行うとともに、ひきこもり相談支援者を
対象に研修を開催し、支援者の技術向上と、支援者同士の連携強化を図る。

健福 障がい福祉課

地域若者サポートス
テーション事業【再
掲】

14,222 14,235 1
　ニート等の若者の職業的自立を支援するため、個々のケースに対応した具体的な支援プログラムの実
施、また、若者自立支援ネットワークの整備・運営を行う。

産労 雇用・産業人材育成課

公立高等学校等学び直
し支援費補助金【再
掲】

676 407 1
　公立高等学校等に再入学し、就学支援金の受給資格期間（３６ヶ月間）を超えた生徒に対し、就学支
援金と同等額を補助する。

教育 教育政策課

チーム学校による相談
体制の充実強化【再
掲】

183,661 219,326 1
　多様な専門スタッフの配置や関係機関との連携により、チーム学校による児童生徒の問題行動や家庭
環境等に関する相談体制の充実強化を図る。

教育
教育政策課
義務教育課
高校教育課

家庭教育電話相談「ふ
れあいほっとライン」
事業【再掲】

2,776 3,341 2
　親自身が身内や近隣の人に相談する機会が減少し、子育てや家庭教育に関する悩みを抱えたまま不安
や孤立感を募らせる保護者等が増えていることが指摘されているため、子育てや家庭教育の悩みなどに
ついて気軽に相談できる体制の充実を図る。

教育 生涯教育・学習振興課

青少年の自立を促す環
境教育事業（不登校児
童生徒教育機会確保等
検討事業）【再掲】

501 383 1
　不登校児童生徒を支援する学校、教育支援センター、フリースクール等民間支援団体等によるネット
ワーク構築を推進し、不登校児童生徒の社会的な自立をめざした教育相談体制の充実を図る。

教育
生涯教育・学習振興課
義務教育課

教育相談ダイヤル 19,468 19,588 2
　「24時間子供SOSダイヤル」及び「専用相談ダイヤル」を開設し、幼児・児童・生徒の教育に関する
課題について、本人・保護者及び教育関係者の相談に応じ、支援・助言を行う。

教育 教育センター

ひきこもりからの再出
発サポート事業

710 700 2
　ひきこもり当事者の社会参加を促進し、家族の負担を軽減するため、当事者及び家族に対する支援と
して、精神科医師・保健師による個別相談、家族教室、家族交流会を開催する。

村山
村山総合支庁
保健企画課

むらやま子どもの居場
所づくり推進事業

359 353 1
　管内の子ども食堂等子どもの居場所づくり実践者と関係機関とのネットワークづくりや活動状況等の
情報発信、企業訪問等による協力企業の拡大に取組み、子どもの居場所の理解をの促進しと利用しやす
い環境を整備する。

村山
村山総合支庁
子ども家庭支援課

ひきこもり等の支援事
業

98 98 2
　ひきこもり等を支援する関係機関の技術向上と連携促進のため、障がい福祉課事業である「ひきこも
り相談支援者専門研修」を開催する。また、支援体制強化のため地域の関係機関によるネットワーク会
議等を開催する。

置賜
置賜総合支庁
地域保健福祉課

県警ヤングテレホン 0 0 1 　少年や保護者等から非行、家出、いじめ等少年問題に関するあらゆる相談を受け付ける。 県警 警察本部人身安全少年課

　　【施策の方向⑮　障がいのある子ども・若者への支援】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

私立高等学校等特別支
援教育推進事業

12,100 12,940 1 　私立高等学校等が、特別支援教育支援員を配置する場合に補助する。 総務 高等教育政策・学事文書課

特別保育事業費（一
部）障がい児保育事業

2,325 3,073 1 　児童館及び届出保育施設における障がい児の受入れに対して助成する。 子育 子ども成育支援課

私立学校一般補助金
（一部）私立幼稚園特
別支援教育運営費補助
金

92,904 139,356 1 　私立幼稚園における障がい児の受入れに対して教育費の一部を助成する。 子育 子ども成育支援課

軽度・中等度難聴児補
聴器購入支援補助金

938 938 1
　身体障害者手帳の交付対象とならない「軽度・中等度難聴児」に対して、言語習得の健全な発達を支
援するため、補聴器購入費の一部を補助する。

健福 障がい福祉課

補装具給付費 62,270 57,736 2
　市町村が支払う身体的欠損や機能障がいを補うための補装具（義眼、義肢、補聴器、車いす等）の交
付もしくは修理に要する経費の公費負担を行う。

健福 障がい福祉課

児童保護費 1,159,915 1,423,688 1
　児童発達支援事業や放課後等デイサービス事業、障害児相談支援事業、障害児入所支援事業を実施す
る。

健福 障がい福祉課

自立支援医療給付費 1,824,241 1,912,961 2
　障がい(児)者の心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要
な医療に要する経費の公費負担を行う。

健福 障がい福祉課

重度心身障がい（児）
者医療給付事業

1,064,701 1,074,818 2
　身体上又は精神上著しい障がいを持つ者の医療を確保するため、重度心身障がい(児)者の保険診療に
係る自己負担額について、市町村が助成する事業に要する経費に対し補助する。

健福 障がい福祉課

発達障がい者支援体制
整備事業

21,039 21,039 2

　４圏域における支援体制の整備を図るため、支援者を対象とした研修会の開催、療育力強化のための
相談支援、やまがたサポートファイルの普及啓発や、家族支援体制の充実を図る。
　身近な地域で発達障がいに関する診療が受けられる体制を整備するとともに、県内４地域で発達障が
いの検査と支援助言を受けることができる体制を構築する。

健福 障がい福祉課

医療的ケア児支援体制
整備事業費

28,032 41,041 1
医療的ケア児及びその家族が、地域で適切な支援を受けられるよう、医療的ケア児等支援センターの運
営、短期受入施設の掘り起こし、通院支援などを行う。

健福 障がい福祉課

特別支援教育にかかる
相談・支援体制の充実

8,187 11,596 2
　障がいのある子どもの指導支援事業、幼児やその保護者への相談事業、また適切な就学の一層の推進
を図る。

教育 特別支援教育課

基本の柱Ⅲ　困難を有する子ども・若者や家族への支援　
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妊産婦メンタルサポー
ト事業（むらやまペア
レントサポート講座）

252 253 1
　発達障がいやその傾向のある子の保護者や育児不安の強い保護者に対し、よりよい子どもへの関わり
を促すための支援者の支援技術向上を目的に、実践講座を開催する。また、実践講座をもとに、市町村
が実施する「ペアレントサポート講座」を支援する。

村山
村山総合支庁
子ども家庭支援課

最上地域発達障がい児
等相談支援事業費

261 331 1
　発達障がい児等の支援者である保育所・幼稚園の保育士等に対し、小児科医師等が巡回し、具体的な
対応方法等について継続的な助言を行うとともに研修等を実施することで、知識の習得と技術の一層の
向上を図る。

最上
最上総合支庁
子ども家庭支援課

安心子育て支援事業
（誰もが安心して暮ら
せる地域づくり推進事
業費）

192 190 1
　発達面で気になる子どもの保護者支援を推進するため、支援者を対象とした「ペアレントサポート講
座」並びに保護者を対象としたモデル実践講座を開催し、置賜地域における早期療育支援体制づくりの
推進を図る。

置賜
置賜総合支庁
子ども家庭支援課

母子保健推進強化事業
（庄内地域療育連絡
会）

60 60 1

　全体連絡会：疾病や障がい等により支援が必要な児等への療育支援体制を推進するため、医療、保
健、福祉、教育関係者等により検討を行う。
　事例検討会：疾病や障がいを持つ児の主治医が所属する医療機関に支援者が参集し、事例検討・情報
交換を行う。

庄内
庄内総合支庁
子ども家庭支援課

　　【施策の方向⑯　非行防止、いじめ・暴力行為への対策】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

“いじめ・非行をなく
そう”やまがた県民運
動事業【再掲】

2,986 2,986 1
　いじめの防止・根絶に向け、県と教育関係者・警察及び地域の青少年健全育成関係団体が連携し、
“いじめ・非行をなくそう”やまがた県民運動を展開する。

子育 多様性・女性若者活躍課

チーム学校による相談
体制の充実強化【再
掲】

183,661 219,326 1
　多様な専門スタッフの配置や関係機関との連携により、チーム学校による児童生徒の問題行動や家庭
環境等に関する相談体制の充実強化を図る。

教育
教育政策課
義務教育課
高校教育課

非行少年を生まない社
会づくり事業

141 141 1
　少年の健全育成を図るため、支援を必要としている問題を抱えた少年に対して手を差し伸べ、少年の
規範意識の向上や社会との絆の強化を図るため少年を見守る社会気運を醸成する。

県警 警察本部人身安全少年課

少年サポートセンター
事業

55 150 1
　街頭補導活動、少年相談活動、非行少年・被害少年等に対する継続的なサポート活動、薬物乱用防止
活動、広報啓発活動、情報提供活動等を展開し、少年非行・被害防止を図る。

県警 警察本部人身安全少年課

　　【施策の方向⑰　子どもの貧困問題、児童虐待、子ども・若者の福祉を害する犯罪被害への対応】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

私立高等学校等授業料
軽減事業費

487,271 554,088 1 　経済的理由により修学が困難となる世帯の修学費用の負担軽減を図る。 総務 高等教育政策・学事文書課

私立高等学校等奨学給
付金

158,913 173,628 1 　経済的理由により修学が困難となる世帯に対し、授業料以外の教育費負担軽減を図る。 総務 高等教育政策・学事文書課

性犯罪・性暴力被害者
支援事業

7,083 7,248 2
　「やまがた性暴力被害者サポートセンター（べにサポやまがた）」の運営により、被害者への相談対
応や関係機関と連携した必要な支援を実施する

防災 消費生活・地域安全課

ひとり親家庭・子ども
の貧困対策総合推進事
業費【再掲】

74,931 113,757 2
　ひとり親家庭の親子が自立し、安心して暮らすことができるよう、就労支援をはじめ、子育て・生
活、子どもの教育、経済的な面も含め総合的に支援を行うとともに、子どもの貧困対策の推進を図る。

子育 子ども家庭福祉課

児童相談所における対
応強化

439 302 1
　虐待を受けた子どもの心身の治療の必要性等に係る医療的機能、法的対応機能の強化を図るため、医
療機関や弁護士等専門機関との連携による児童相談所の対応力強化を図る。

子育 子ども家庭福祉課

児童家庭支援センター
運営事業

31,456 29,697 1
　児童に関する家庭等からの相談に対応する児童家庭支援センターの運営に要する経費の助成を行う。
（県内シオン、チェリーの２箇所）。

子育 子ども家庭福祉課

要保護児童対策地域協
議会への支援

717 717 1
　支援を必要とする子どもと家庭に関係機関が連携して見守りや支援を行う市町村の要保護児童対策地
域協議会に児童相談所の専門職員を派遣し、強化を図る。

子育 子ども家庭福祉課

児童虐待対応強化推進
事業

9,723 5,750 2

　主任児童委員への研修や、児童虐待の発生予防に係るキャンペーン等を実施し、児童虐待の発生予防
及び早期発見を図る。
　また、子どもや家庭がより相談しやすい環境づくりのため、ＳＮＳ相談事業「親子のための相談ＬＩ
ＮＥ」を実施する。

子育 子ども家庭福祉課

○
児童の権利擁護推進事
業

- 1,138 1
　虐待等により傷ついた親子関係の再構築を図るため、精神科医等による子どもや保護者に対するカウ
ンセリングや児童相談所の職員がより効果的な保護者指導を行うための専門的な知識と技術の習得を図
る。

子育 子ども家庭福祉課

修学旅行支度援助費 650 385 1
　生活保護世帯の子どもが修学旅行に参加する際の衣類・身の回り品の購入等が家計に及ぼす影響を考
慮し、この負担を軽減するための支度援助費を支給する。

健福 地域福祉推進課

子どもの学習・生活支
援事業（生活困窮者自
立支援事業の一部）
【再掲】

23,256 23,256 1
　生活保護世帯及び生活困窮者世帯の子どもを対象とし、学力の向上のための学習支援や学習の場所･
機会の提供などを通じ、高等学校等への進学及び卒業を支援することで子どもの社会的自立を促し、貧
困の連鎖の防止を図る。

健福 地域福祉推進課

マザーズジョブサポー
トセンター運営事業
【再掲】

38,446 38,446 2
　結婚・出産・育児等の理由で離職している女性の再就職をワンストップで支援するため、マザーズ
ジョブサポート山形・庄内の県内２箇所で、再就職や仕事と子育ての両立に関する相談業務を行う。

産労 雇用・産業人材育成課

高等学校等就学支援金
制度

1,597,922 1,470,385 1 　就学支援金を支給し、授業料負担を軽減させる。 教育 教育政策課

チーム学校による相談
体制の充実強化【再
掲】

183,661 219,326 1
　多様な専門スタッフの配置や関係機関との連携により、チーム学校による児童生徒の問題行動や家庭
環境等に関する相談体制の充実強化を図る。

教育
教育政策課
義務教育課
高校教育課

高等学校等奨学金貸付
事業【再掲】

445,184 420,270 1
　経済的な理由で修学が困難な世帯の生徒が、意欲的に勉学に励むことができるように、奨学金を貸与
する。

教育 高校教育課

奨学のための給付金事
業【再掲】

160,253 141,412 1
　低所得世帯の生徒が、学業を断念することがないように、奨学のための給付金を支給し教育費の負担
を軽減させる。

教育 高校教育課

定時制・通信制課程修
学資金【再掲】

504 504 1
　働きながら山形県立高等学校の定時制の課程又は通信制の課程で学ぶ生徒の教育の機会の均等を図る
ことを目的に、経済的理由により著しく修学が困難な者へ修学資金を貸与する。

教育 高校教育課

妊産婦メンタルサポー
ト事業（むらやまペア
レントサポート講座）
【再掲】

252 253 1
　発達障がいやその傾向のある子の保護者や育児不安の強い保護者に対し、よりよい子どもへの関わり
を促すための支援者の支援技術向上を目的に、実践講座を開催する。また、実践講座をもとに、市町村
が実施する「ペアレントサポート講座」を支援する。

村山
村山総合支庁
子ども家庭支援課
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児童虐待への適切な対
処

0 0 1
　児童の安全確認と安全確保を徹底し、児童相談所への通告等をはじめ、緊急性、危険性の判断に基づ
く適切な警察措置を行うとともに、関係機関との連携と情報の共有化を図る。

県警 警察本部人身安全少年課

性犯罪被害者に対する
検査費用等の公費支出
による支援

168 157 2   性犯罪被害者の初診料、検査費用、緊急避妊費用を公費で支出し、経済的負担を軽減する。 県警 警察本部広報相談課

犯罪被害者等に対する
精神科医受診料等の公
費支出による支援

158 158 2
  犯罪被害者等の精神科医等による診療・カウンセリングの経費を公費で支出し、経済的負担を軽減す
る。

県警 警察本部広報相談課

犯罪被害者等に対する
被害者支援カウンセ
ラーによる支援

2,012 2,045 2
  広報相談課犯罪被害者支援室に被害者支援カウンセラーを配置し、カウンセリング等により犯罪被害
者等の精神的被害を軽減する。

県警 警察本部広報相談課

　　【施策の方向⑱　いのちを支える自殺対策】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

地域自殺対策強化事業 52,470 50,730 2
　山形県自殺対策計画（第２期）に基づき、子ども・若者、若年女性、働き盛り世代、生活困窮者等に
重点を置いた自殺対策を推進するとともに、インターネットやSNSによる相談支援、自殺対策に関する
県民への普及啓発、自殺対策を支える人材の育成等を継続して実施する。

健福 地域福祉推進課

　　【施策の方向⑲　性的マイノリティ等特に配慮が必要な子ども・若者への支援】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

外国人総合相談ワンス
トップセンター運営事
業（国際交流センター
管理運営費の一部）

25,515の
一部

26,015の
一部

2
　県内の在住外国人等が、生活や仕事、子どもの就学・教育などに関する適切な情報を的確に得られる
よう、一元的相談窓口を運営し、外国人も暮らしやすい環境づくりを推進するもの。
（対応言語：日本語、英語、中国語、ポルトガル語、韓国語・朝鮮語、タガログ語、ベトナム語）

企画
国際人材活躍・コンベンショ
ン誘致推進課

多様性を尊重した社会
づくり推進事業

6,457
の一部

6,439
の一部

2 　多様性が尊重される社会づくりに向けた理解促進のためのセミナーを開催する。 子育 多様性・女性若者活躍課

「いのちの教育」総合
推進事業【再掲】

1,222 1,205 1
　各学校において、発達段階に応じた生命の大切さを学ぶ教育を実践する。
　また、道徳教育の研究指定校及び人権教育の研究指定校における「いのちの教育」の実践・普及を図
る。

教育 義務教育課

　基本的方向７　安心して生活できる体制の充実・強化

　　【施策の方向⑳　総合的な相談・支援体制の充実】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

性犯罪・性暴力被害者
支援事業【再掲】

7,083 7,248 2
　関係機関・団体等と連携し、性犯罪等の被害者からの相談対応や必要な支援を提供する「やまがた性
暴力被害者サポートセンター（べにサポやまがた）」を運営し、被害者の心身回復や被害の潜在化の防
止を図る。

防災 消費生活・地域安全課

男女共同参画センター
事業【再掲】

29,857 30,721 2
　男女共同参画センターにおける研修や団体活動支援及び相談事業等により、家庭や地域における男女
共同参画を推進する。

子育 多様性・女性若者活躍課

やまがた女性のつなが
りサポート

15,000 15,000 2
　孤独・孤立や様々な不安、悩みを抱える女性に対し、相談体制の充実や生理用品の提供、女性同士の
つながり支援の強化を図る。

子育 多様性・女性若者活躍課

地域若者安心生活構築
推進事業【再掲】

41,952 38,740 1
　社会参加に困難を有する若者の自立に向けた支援を行うＮＰＯ等との協働により「若者相談支援拠
点」を設置するとともに、関係機関、団体、市町村等と連携した地域支援ネットワーク（山形県子ど
も・若者支援協議会）を形成し、困難を有する若者が安心して生活できる体制づくりを進める。

子育 多様性・女性若者活躍課

救急電話相談事業費
（小児救急電話相談事
業）

15,525 13,788 1
　小児の発熱等があった場合に、専門的な知識と経験を踏まえながら看護師又は小児科医から適切なア
ドバイスを行う電話相談事業を実施する。
※R5.4.1から相談時間拡大（19時～翌朝8時⇒18時～翌朝8時）

健福 医療政策課

生活困窮者自立支援事
業費

102,717 91,355 2
　生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の尊厳の保持を図りつつ、就労の状況、心身の状況、地
域社会からの孤立の状況その他の状況に応じて、包括的かつ早期に生活困窮者の自立を支援する。

健福 地域福祉推進課

民生委員・児童委員活
動

164,955 164,955 2
　民生委員・児童委員、民生委員児童委員協議会の活動費等を負担するとともに、研修を実施し、その
効果的な活動、運営を図る。

健福 地域福祉推進課

地域自殺対策強化事業
【再掲】

52,470 50,730 2
　山形県自殺対策計画（第２期）に基づき、子ども・若者、若年女性、働き盛り世代、生活困窮者等に
重点を置いた自殺対策を推進するとともに、インターネットやSNSによる相談支援、自殺対策に関する
県民への普及啓発、自殺対策を支える人材の育成等を継続して実施する。

健福 地域福祉推進課

ひきこもり相談支援事
業【再掲】

1,439 1,391 2

　ひきこもり相談支援窓口「自立支援センター巣立ち」において本人や家族に対して相談支援を行い、
早期に適切な支援につながるよう支援体制の充実を図るとともに、ひきこもりに対する正しい理解が深
まり、より多くの方の支援につながるよう普及・啓発を行う。
　また、各保健所においても、電話や面接･訪問等で相談支援を行うとともに、ひきこもり相談支援者
を対象に研修を開催し、支援者の技術向上と、支援者同士の連携強化を図る。

健福 障がい福祉課

地域若者サポートス
テーション事業【再
掲】

14,222 14,235 1
　ニート等の若者の職業的自立を支援するため、個々のケースに対応した具体的な支援プログラムの実
施、また、若者自立支援ネットワークの整備・運営を行う。

産労 雇用・産業人材育成課

家庭教育電話相談「ふ
れあいほっとライン」
事業【再掲】

2,776 3,341 2
　親自身が身内や近隣の人に相談する機会が減少し、子育てや家庭教育に関する悩みを抱えたまま不安
や孤立感を募らせる保護者等が増えていることが指摘されているため、子育てや家庭教育の悩みなどに
ついて気軽に相談できる体制の充実を図る。

教育 生涯教育・学習振興課

青少年の自立を促す環
境教育事業（不登校児
童生徒教育機会確保等
検討事業）【再掲】

501 383 1
　不登校児童生徒を支援する学校、教育支援センター、フリースクール等民間支援団体等によるネット
ワーク構築を推進し、不登校児童生徒の社会的な自立をめざした教育相談体制の充実を図る。

教育
生涯教育・学習振興課
義務教育課

教育相談ダイヤル【再
掲】

19,468 19,588 2
　「24時間子供SOSダイヤル」及び「専用相談ダイヤル」を開設し、幼児・児童・生徒の教育に関する
課題について、本人・保護者及び教育関係者の相談に応じ、支援・助言を行う。

教育 教育センター

ひきこもりからの再出
発サポート事業【再
掲】

710 700 2
　ひきこもり当事者の社会参加を促進し、家族の負担を軽減するため、当事者及び家族に対する支援と
して、精神科医師・保健師による個別相談、家族教室、家族交流会を開催する。

村山
村山総合支庁
保健企画課

県警ヤングテレホン
【再掲】

0 0 1 　少年や保護者等から非行、家出、いじめ等少年問題に関するあらゆる相談を受け付ける。 県警 警察本部人身安全少年課
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少年サポートセンター
事業【再掲】

55 150 1
　街頭補導活動、少年相談活動、非行少年・被害少年等に対する継続的なサポート活動、薬物乱用防止
活動、広報啓発活動、情報提供活動等を展開し、少年非行防止を図る。

県警 警察本部人身安全少年課

　　【施策の方向㉑　重層的な子ども・若者支援ネットワークの強化】

R6
新規

施策・事業名
令和５年度
当初予算額
（千円）

令和６年度
当初予算額
（千円）

施策対象 令和６年度の実施概要 部局 担当課

地域若者安心生活構築
推進事業【再掲】

41,952 38,740 1
　社会参加に困難を有する若者の自立に向けた支援を行うＮＰＯ等との協働により「若者相談支援拠
点」を設置するとともに、関係機関、団体、市町村等と連携した地域支援ネットワーク（山形県子ど
も・若者支援協議会）を形成し、困難を有する若者が安心して生活できる体制づくりを進める。

子育 多様性・女性若者活躍課

民生委員・児童委員活
動【再掲】

164,955 164,955 2
　民生委員・児童委員、民生委員児童委員協議会の活動費等を負担するとともに、研修を実施し、その
効果的な活動、運営を図る。

健福 地域福祉推進課

ひきこもり相談支援事
業【再掲】

1,439 1,391 2

　ひきこもり相談支援窓口「自立支援センター巣立ち」において本人や家族に対して相談支援を行い、
早期に適切な支援につながるよう支援体制の充実を図るとともに、ひきこもりに対する正しい理解が深
まり、より多くの方の支援につながるよう普及・啓発を行う。
　また、各保健所においても、電話や面接･訪問等で相談支援を行うとともに、ひきこもり相談支援者
を対象に研修を開催し、支援者の技術向上と、支援者同士の連携強化を図る。

健福 障がい福祉課

青少年の自立を促す環
境教育事業（不登校児
童生徒教育機会確保等
検討事業）【再掲】

501 383 1
　不登校児童生徒を支援する学校、教育支援センター、フリースクール等民間支援団体等によるネット
ワーク構築を推進し、不登校児童生徒の社会的な自立をめざした教育相談体制の充実を図る。

教育
生涯教育・学習振興課
義務教育課

少年サポートセンター
事業【再掲】

55 150 1
　街頭補導活動、少年相談活動、非行少年・被害少年等に対する継続的なサポート活動、薬物乱用防止
活動、広報啓発活動、情報提供活動等を展開し、少年非行防止を図る。

県警 警察本部人身安全少年課
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